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第8回太平洋・島サミット（PALM8）
 水産関連サイドイベント 報告

―特別号発刊についてー

　2018年 5 月に開催された第 8 回太平洋・島サミット（以下「PALM 8 」という。）において、参加した
首脳は、持続的な経済発展を促進し、食料安全保障を確保するために、海洋及びその資源の持続可能な開
発、管理及び保全に対する統合されたアプローチが決定的に重要であることを表明した。この考え方に基
づく地域振興策をどのように進めるかは、太平洋島嶼国のみならず、世界の大きな課題となっており、国
連が2015年の国連サミットにおいて採択した2030年までに達成するために掲げた目標、すなわちSDGs（持
続可能な開発目標）にも包含される考え方である。

　公益財団法人 海外漁業協力財団は、2018年10月、静岡県と東京都内で「漁業、環境、コミュニティ開
発等の統合されたアプローチ」をテーマとして「第 8 回太平洋・島サミット サイドイベント」を開催し
た。このサイドイベントはPALM 8 に関連して行われた水産関連イベントであり、地方視察及びワーク
ショップを 2 日間に亘って実施した。

　10月18日に行われた静岡県沼津市における地方視察では、島嶼国の代表12名に我が国の沿岸漁村におけ
る地域振興の例を見ていただいた。島嶼国からの参加者は、和気あいあいとしながらも、現場では沼津沿
岸における地域活動を熱心に視察されていた。翌10月19日に開催されたワークショップでは、太平洋島嶼
国代表の他、様々な分野に造詣の深い研究者、有識者の方々、地域振興のトップランナーなどをお招きし、
自らの経験を踏まえた様々なプレゼンテーションや事例の紹介、これらに伴う提案、考察等、水産分野の
域を超えた活発な討論が行われ、大変有意義なものとなった。

　本特別号では地方視察のエピソードに触れる他、ワークショップの発言内容をできるだけ正確に記録し
た。今後の太平洋島嶼国、そして我が国における地域振興に役立つような資料となることを期待したい。

　なお、海外漁業協力誌第83号で「第 8 回太平洋・島サミットの成果について」（筆者 田原康一 前水産
庁海外漁業協力室長）、また同誌第84号でサイドイベントの概要を掲載している。



地方視察　2018年10月18日

沼津の内浦漁業協同組合と戸田塩の会を訪問して　����������� 　1

　議事次第
１．主催者代表挨拶
　　　海外漁業協力財団 理事長　竹中美晴���������������  　6
２．PALM8結果報告　
　　　水産庁資源管理部国際課 海外漁業協力室長　坂本孝明�������  　6
　　　結果報告資料 �������������������������  　8
３．基調講演
　　　パプアニューギニア独立国 水産公社特別顧問　Mr. Leka Pitoi����　10
　　　基調講演資料 ������������������������� 　13
４．プレゼンテーション
　　　島根県隠岐郡海士町 町長　大江和彦��������������� 　18
　　　質疑応答 ��������������������������� 　22
　　　プレゼンテーション資料 �������������������� 　24
５．財団新規事業
　　　海外漁業協力財団 調査役　嶋本州和��������������� 　30
　　　財団新規事業資料 ����������������������� 　34
６．来賓挨拶
　　　水産庁長官　長谷成人　��������������������　36
７．パネルディスカッション　��������������������　37

ワークショップ　2018年10月19日

表紙の写真：ワークショップ風景フィジー共和国スバ市近郊‟Bailey Bridge Fish Market”
　　　　　　新鮮なスジアラを自慢する店主（2018年11月10日 細川フィジー所長撮影）

No.85 特別号

目 次



■地方視察　2018年10月18日

沼津の内浦漁業協同組合と戸田塩の会を訪問して
事業部調査役　山田　朋秀

ホテルオークラ東京別館玄関前（07時30分）

　筆者はこの時この場に至るまでの経緯を回想し
ていた。今年 5 月のPALM 8 の首脳宣言が事の
始まりか。持続可能な経済発展を促進し、食料安
全保障を確保するために、海洋及びその資源の持
続可能な開発、管理及び保全に対する統合された
アプローチが決定的に重要であることが改めて宣
言された。 2 カ月前に、この宣言されたテーマに
沿った沿岸漁業開発事例として参考になる視察先
を求めて現地を訪問したことが思い出される。

　視察先は沼津の内浦漁業協同組合と戸田塩の会。
内浦漁業協同組合は、網生け簀養殖、干物製造販
売、食堂経営、スキューバダイビング施設運営等
多角的な活動を推進しており、地域振興の良い例
となっている。戸田塩の会は戸田漁業協同組合婦
人部が中心となり設立した会であり、製造する戸
田塩のブランド化に成功している。地元の駿河湾
の海水から流木・廃材等を活用する昔ながらの方
法で塩を製造しており、資源の有効活用や女性の
活躍の面からも、太平洋島嶼国のパートナーに
とって参考になるだろう。

　天気には恵まれた。雨は降らない予報なので出
発時間さえ遅れなければ予定どおり進むだろう。
太平洋島嶼国の参加者達は約束の時間に現れるの
だろうか。ゴルゴ13を待つクライアントの心境は
こんな感じなのだろう。前の晩は全員参加の懇親
会だった。飲み方は皆かなりハイピッチだったが、
ホスト側、ゲスト側ともに取り乱すことなく、平
和裏に終了しているから大丈夫なはずだ。しかし、
参加者達のカラオケ好きは有名だ。カラオケは今

や世界の共通言語だ。今回の参加者にはMinister 
of KARAOKE（カラオケ大臣）の称号を与えら
れている者さえいる。東京の夜は長い。カラオケ
に行った者もいるに違いない。皆時間どおりに来
てくれればいいが。

ホテルオークラ東京別館ロビー（07時35分）

　待ち合わせ場所のロビーの椅子と同化している
男性 3 名が遠巻きに見えた。近づいていくと瞑想
しているようにも見えたが寝ていた。フィジー共
和国のCaine上級漁業官、パプアニューギニア独
立国（以下「PNG」という。）のPitoi特別顧問、
Mukaisi漁業官だった。皆、目がうつろで泳いで
いる。「徹夜のカラオケで、部屋にいると寝過ご
してしまうので、遅刻しないようロビーで待機し
ていた。」との返事だった。素晴らしい心がけだ。
そこまでして時間を守るなんてクールだ。尊敬す
る。

ホテルオークラ東京別館ロビー（08時05分：待ち
合わせ時間から 5分経過）

　一人足りない。想定の範囲内なので焦りはない
が、どこにいるかが心配だ。受付の電話から部屋
に電話したが反応が無い。まだカラオケなのか、
朝食を食べているのか。揃った皆もうろうろし始
めている。皆、集団行動は得意ではない。このま
までは誰がどこにいるかわからなくなる。まずは、
揃った皆で出発してもらおう。

ホテルオークラ東京別館受付（08時20分：待ち合
わせ時間から20分経過）
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　遅れた一名の部屋に再度電話をした。「寝坊し
た。シャワーを浴びていたのでもう少し待ってい
てくれ。すぐ行く。すまない。」焦る様子もない
返事だった。焦っても仕方ないのでこちらも笑っ
て対応した。視察先に先回りするための先発車を
用意していたが、後発車になってしまった。まあ、
これも想定の範囲内だ。

内浦漁業協同組合と戸田塩の会
出典：国土地理院地図を一部加工
(https://maps.gsi.go.jp/#12/35.039695/138.846245/&base=std&ls=std&disp=1&v
s=c1j0h0k0l0u0t0z0r0s0m0f1)

内浦漁港（10時20分：予定どおりの到着）

海上に設置された生け簀へ漁船で向かう

　到着後すぐに内浦漁業協同組合の植田総務課長

が、網生け簀養殖見学のための船に案内してくれ
た。多角的経営の好例として日本国中から漁業関
係者などが数多く視察に訪れるということだけあ
り、さすがに手際がいい。船での洋上生簀見学の
ため、参加者に救命胴衣を配ろうとするが、漁港
内施設や景色に関心を奪われた参加者は日本人の
ように整列することなく、思い思いの場所に散ら
ばり、救命胴衣がなかなか配れない。しかし、こ
れも様々なことに関心があり、見学を楽しみにし
ている証だ。つかみはOK。

内浦漁港洋上生簀（10時50分）

　マダイ、マアジが養殖されている洋上生簀に船
を着けての見学だ。皆、組合の方の説明を熱心に
聞いている。生簀の費用、給餌のシステム、出荷
先や流通方法等、参加者の質問は多岐にわたった。
船上の参加者の一人は「島嶼国に大きな消費市場
があれば、養殖は魅力的なものになる。」と漏ら
していた。

熱心に説明を聞く参加者たち

　消費者数が多くない島嶼国での消費と流通は課
題である。漁業の生産部分だけでなく、生産、流
通、販売をトータルで考えなければならない必要
性は皆理解しているようだ。
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内浦漁業協同組合経営食堂「いけすや」
（11時30分）

　宣伝広告も無く、口コミで拡がった大変人気の
食堂。平日の昼間でも行列ができるため、早めの
昼食とした。早めの昼食でお腹がへっているかど
うか心配していたが、それも無用だった。参加者
全員船着き場から迷うことなく食堂に進み、テー
ブルにも迷うことなく着席している。
　「いけすや」のマアジは先程見学した生簀から
運ばれたばかりの新鮮なものだ。料理がテーブル
に運ばれると皆料理に目が釘付けで、スマホを取
り出しちょっとした写真撮影会となっている。活
アジの刺身、アジフライ、ワサビ葉寿司は皆の舌
と心を確実に捉えている。おいしいかと尋ねると、
皆一様に料理から目を離さないで食べながらサム
ズアップで返答する。目を離したすきに料理を取
る人などいるわけではないが、この料理の盛付け
の美しさと味に集中しているからだろう。確かに、
アジの身はよく締まり、臭みがなく、程々の脂の
乗りと銀色の光沢がある。厨房の作り手の手際よ
い調理技術が伝わってくる料理だ。
　参加者からは、地元の生産物を利用して提供さ
れた料理の味とともに、地元の人々の力で、環境
に無理な負荷をかけずに地元の雇用と経済を創出
するこのシステムに感銘を受ける声が聞こえた。

戸田塩の会（13時30分）

　副理事長の中村さんをはじめとするスタッフの
皆さんが、実家で孫を迎えるような笑顔で待ち受
けていてくれた。温かい笑顔には戸田塩をブラン
ド化した自信が滲み出ている。数名の参加者は、
戸田塩の会の目の前にある松林と砂浜の景色に目
を奪われ、本当に孫のように駆け出した。スタッ
フの皆様は預言者のようだ。
　駆け出した数名を呼び戻し、塩を煮る釜を目の
前にして、中村副理事長から戸田塩の会の設立の
経緯と歴史、塩作りの説明をしていただいた。海
水は駿河湾から汲み上げ、海水を煮立てる燃料は
流木や焼却しても環境問題を引き起こさない廃材
を利用し、地元のホームセンター等で入手できる
道具で塩を濾す。地元で入手できる素材を活用し
て地元の人材で生み出したもので、地元外のファ
ンを生み出している。過疎化が進む中で地域活動
の活性化を目指し、女性の組合員を中心として立
ち上げたという設立の経緯の説明に沿岸漁村の活
性化のヒントを得たのか、皆感心の相槌を打って
いた。最初に手作り感が強い施設を見て訝しげに
感じていた参加者の感情も、説明を聞いていくう
ちに共感に変わっている。零細漁村の振興策とし
て共感するものがあるのだろう。さらに、参加者
には塩釜から塩を取り出す作業を体験してもらっ
た。戸田の塩の味も確認した。塩辛さのみが強調

魚の給餌体験も 料理を楽しみながらも目は真剣
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されておらず、化学的にはわからないが、海から
のうまみが混じった深みのある味で、皆違いを感
じていた。

塩の取り出し作業を体験

　塩作り体験の後には、戸田塩の会の皆さんが、
さらに塩を堪能できるようにと、塩茹でした駿河
湾産のタカアシガニ、塩おにぎり、そして沼津産
みかんを用意してくださっていた。

戸田塩の会の皆さんと

　さて、ここで問題です。これらの食べ物を目の
前にしてその後どうなったでしょうか。①参加者
全員は集中力を発揮、フードファイターとなり 3
分以内に完食した。②参加者は「おいしいですね

（日本語で）」、「うまいね（これも日本語で）」、
「really nice（心の底から英語で）」を連呼した。

③戸田塩の会のスタッフの皆様は食べっぷりに驚
愕した。正解は①、②、③の全部です。
　戸田の塩で味付けされた食材と太平洋島嶼国代
表者の味覚のセメントマッチは、両者勝利で目出
度く終了した。

　戸田の塩をはじめ、戸田の塩で作った塩飴、塩
羊羹等が販売されていたが、参加者は強要される
わけでもなく、これらお土産品を購入していた。
ある参加者は、自分で味わうだけでなく、塩の可
能性をいろいろ試すために母国にサンプルとして
持って帰りたいと語っていた。戸田塩の会の視察
が、参加者の地元で利用できる素材の活用のため
のヒントとして少しでも役立てばうれしい。

ホテルオークラ東京別館（18時00分）

　戸田塩の会の出発は15時過ぎであった。高速道
路で渋滞にあったが、ホテルオークラ東京に予定
より30分ほどの遅れで到着した。事故、事件もな
く戻ってこれたことに安堵した。渋滞であっても
皆怒りの表情も表すことなく鷹揚に構えていた。
なるようにしかならないのであり、このゆとりの
構えは見習いたい。
　日本も万事うまくいっているわけでない。漁業
振興には課題が多いが工夫しているところもある
ことを見せることができたと思う。上から目線で
もなく下から目線でもなく、お互い共感し悩みを
打ち明ける関係になれば、さらに素敵なパート
ナーとしての関係が築けるのではなかろうか。参
加者と再び会った日に、この視察が、共通のネタ
となり、沿岸振興のタネとなることを期待したい。

　この場を借りて、今回の視察を温かく受け入れ
ていただいた土屋代表理事組合長、植田課長をは
じめとする内浦漁業協同組合の皆様、花沢理事長、
中村副理事長をはじめとする戸田塩の会の皆様に
改めて感謝申し上げたい。
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■ワークショップ　2018年10月19日

PALM８水産関連サイドイベント
ワークショップ次第

（ 農林水産省三番町共用会議所 ）

１．主催者挨拶	 公益財団法人 海外漁業協力財団　理事長　竹中美晴

２．PALM８の結果報告	 水産庁資源管理部国際課　海外漁業協力室長　坂本孝明

３．基調講演	 PNG における地域漁業振興、環境、コミュニティ開発に係る取組み
PNG　水産公社特別顧問　Mr.Leka Pitoi

４．プレゼンテーション	 日本の離島振興の取組みと成功要因について
島根県隠岐郡海士町長　大江和彦

５．財団新規事業	 地域水産物新規流通発掘調査事業の紹介
　公益財団法人 海外漁業協力財団　調査役　嶋本州和

６．来賓挨拶	 水産庁長官　長谷成人

７．パネルディスカッション
　　�　パネルディスカッションでは、石川智士東海大教授をモデレーターとし、以下のパネラー、
　　太平洋島嶼国代表の他、大江町長、坂本室長なども参加して、話題提供、ディスカッションが
　　行われた。

モデレーター	 東海大学教授　石川智士
話題提供「Area Capability Approach による地域活性化計画」

パネラー 	 全国漁業協同組合連合会漁政部 調査役　香取弘子
話題提供「地域漁業における女性の活躍」

	 大東文化大学教授　山下東子
	 一般社団法人太平洋協会 理事長　小林 泉
	 一般社団法人マリノフォーラム 21 代表理事会長　井貫晴介

太平洋島嶼国代表：（氏名のアルファベット順）
ツバル：海洋資源省次官 Mr.Nikolasi Apinelu
ソロモン諸島：水産局副局長 Mr.Bennie Buga
フィジー共和国：漁業省上級漁業官 Mr.Reginald Caine
ナウル共和国：漁業海洋資源局長 Mr.Charleston Deiye
マーシャル諸島共和国：海洋資源局副局長 Ms.Florence Edwards
マーシャル諸島共和国：海洋資源局長 Mr.Glen Joseph
ミクロネシア連邦：資源開発省副次官補 Mr.Valentin Martin 
パプアニューギニア独立国：水産公社漁業官 Mr.Siggie Mukaisi
パプアニューギニア独立国：水産公社特別顧問 Mr.Leka Pitoi
ツバル：漁業局主席漁業官 Mr.Tupulaga Poulasi
パラオ共和国：海洋資源局漁業官 Ms.Kathleen Sisior
キリバス共和国：漁業局長 Ms.Tooreka Teemari
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〈ワークショップ開会〉

１． 主催者代表挨拶

竹中理事長：

　おはようござい
ます。皆様方には
本日何かとご多用
のところ、第 8 回
太平洋・島サミッ
ト水産関連サイド

イベントのワークショップにご出席頂き、たいへ
んありがとうございます。特に太平洋島嶼国の要
人の皆様、日本の離島の取組みについてご講演頂
く大江町長、またパネルディスカッションの司会
を務めて頂く東海大学の石川先生、ディスカッ
ションにご参加頂く有識者の皆々様をお迎えする
ことができたことは、たいへん有難いことと感謝
申し上げる次第であります。

ワークショップのテーマ
　本日のワークショップは今年 5 月に福島県のい
わき市で開催された第 8 回太平洋・島サミット、
通称PALM 8 のフォローアップとして開催され
るものであります。PALM 8 の首脳宣言は、その
第14項目で『持続可能な経済発展を促進し、食料
安全保障を確保するために、海洋及びその資源の

持続可能な開発、管理及び保全に対する統合的な
アプローチが決定的に重要である。』と記載され
ております。言い換えれば、地域の経済発展のた
めには漁業だけではなく、環境、地域の組織化な
ど全体として推進していくという統合されたアプ
ローチが重要であろうかということだと思います。
　本日のワークショップではパプアニューギニア
や日本の離島における取組みなどについてのお話
を伺い、また、女性の活躍といった観点を含めた
様々な分野を専門とする有識者の皆様にご議論頂
き、この統合されたアプローチを島嶼国において
どのように進めればいいのか、また、そのために
日本とのパートナーシップを今後どのように形
作っていけば良いのかについて、皆様方と一緒に
考えていければと考えております。
　島嶼国の皆様には、昨日静岡県沼津市におきま
して日本の沿岸漁業の現場を視察する機会を持っ
て頂きましたが、これが本日の議論にも活かされ
ればと考えている次第であります。当財団と致し
ましても本日の議論から、今後関連事業等を進め
ていく上での多くの示唆が得られれば幸いと考え
ております。
　どうぞよろしくお願い申し上げまして、冒頭の
ご挨拶とさせて頂きます。ありがとうございまし
た。

２． PALM8結果報告

竹中理事長（中央）と司会の市野交流促進課長

水産庁資源管理部国際課海外漁業協力室　坂本孝明室長
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坂本室長：
　私の方からは本年 5 月11、12日に福島県いわき
市において開催されました第 8 回太平洋・島サ
ミットの結果概要について、漁業に焦点を当てて
お話し致します。
　PALM 8 は、様々な問題について首脳レベル
で率直に意見交換を行い地域の安定と繁栄に貢献
するとともに日本と太平洋島嶼国とのパートナー
シップを強化することを目的としております。
　今回開催されたPALM 8 には日本を含む19地
域（17カ国＋ 2 地域）が参加し、大きく 4 つの議
題、即ち①法の支配に基づく海洋秩序及び海洋資
源の持続可能性、②強靱かつ持続可能な発展のた
めの基盤の強化、③人的交流・往来の活性化、④
国際場裡における協力を中心に議論が行われ、成
果として首脳宣言が採択されました。首脳宣言で
の漁業関連の項目はパラグラフ14から17です。

（P. 8 のパワーポイント スライド 3 ～ 6 参照）

これらのパラグラフは次のとおりです。
パラグラフ14　首脳は、持続可能な経済発展を促
進し、食料安全保障を確保するために、海洋及び
その資源の持続可能な開発、管理及び保全に対す
る統合されたアプローチが決定的に重要であるこ
とを改めて表明した（スライド 3 ）。

パラグラフ15　首脳は、関連する環境面及び経済
面の要素を考慮に入れつつ、漁業資源を科学的根
拠に基づいて管理することの重要性を認識した。
太平洋共同体事務局による最新の科学的な漁業資
源評価に留意しつつ、首脳は、まぐろ、カジキ、
サメ資源等の高度回遊性魚種の持続可能な利用を
確保するために、重要事項に関する共同提案を作
成し得る機会の特定を含め、中西部太平洋まぐろ
類委員会における協力を継続する意図を再確認し
た（スライド 4 ）。

パラグラフ16　漁業分野における長年の協力実績
を踏まえ、首脳は、適当な場合には、太平洋の漁

業資源の持続可能な利用を確保するための日本と
太平洋諸島フォーラム加盟国間の互恵的な漁業取
決めを通じたものを含め、漁業を発展させること
を目的とした永続的な協力関係の重要性を再確認
した。この文脈で、日本は、漁業の持続可能な管
理を確保するために、国連海洋法条約を含む国際
法に従い、自国の排他的経済水域において水域に
基づく管理を実施することへの太平洋諸島フォー
ラム加盟国の首脳によるコミットメントに留意し
た（スライド 5 ）。

パラグラフ17　首脳は、太平洋諸島フォーラム島
嶼国の主要な収入源を損なうとともに漁業資源の
持続可能性を脅かす違法・無報告・無規制漁業を
根絶するために、地域における既存の監視制御及
び船舶監視の枠組みを考慮に入れつつ、監視制御
及び船舶監視についての協力を深化させることへ
のコミットメントを表明した（スライド 6 ）。

我が国漁業と太平洋島嶼国の重要性
　さて、島サミットでは漁業の議論は第 2 セッ
ションの「法の支配に基づく海洋秩序及び海洋資
源の持続可能性」の中で行われました。この中で
安倍総理は、日本として今後特に力を入れていき
たい分野として、違法漁業対策や海上保安分野の
能力向上をあげました。 2 つ目として海洋生物資
源の管理、海洋環境の保全といった海洋に関する
分野で包括的な取組を進める旨を表明致しました。
　また、太平洋島嶼国の広大なEEZは我が国のか
つお・まぐろ漁業にとって漁獲量の約 4 割を占め
る重要な漁場となっていることから、安倍総理か
ら日本の漁船が地域において安定的な操業ができ
るよう協力を働きかけました。さらにまた、安倍
総理から日本としてODAを含む各種協力を積極的
に実施していく旨表明し、太平洋島嶼国に対して
連携と協力を呼びかけました（スライド 7 ～ 9 ）。

サイドイベントの焦点
　以上が第 8 回太平洋・島サミットの漁業に焦点
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を当てた結果概要です。さて、今日のワーク
ショップの目的ですが、パラグラフ14に含まれる

「海洋及びその資源の持続可能な開発・管理及び
保全に対する統合的なアプローチ」の実現に向け
どのように取り組んでいくかを考えることになり
ます。これから行われるプレゼンテーションやパ
ネルディスカッションを通じて、統合的なアプ
ローチの実現に向けた具体的な方策に関し、私た
ちの理解及び認識が深まることを期待致します。
ありがとうございました。

スライド

Brief summary on the outcome of the Eighth 
Pacific Islands Leaders Meeting (PALM8) 

第８回太平洋・島サミットの結果概要  

Takaaki Sakamoto 
Director 
Overseas Fisheries Cooperation Office 
Fisheries Agency of Japan  
 

水産庁海外漁業協力室長 坂本孝明 

 

1

(i) a maritime order based on the rule of law, and sustainable oceans 

(ii) resilient and sustainable development 

(iii) connecting Pacific citizens 

(iv) cooperation in the international arena 

Four Agenda Items 
4つの課題  

ア 法の支配に基づく海洋秩序，持続可能な海洋 

イ 強靱かつ持続可能な発展 

ウ 人的往来・交流の活性化 

エ 国際場裡における協力 

2

 Paragraph 14 

“The Leaders reiterated the critical importance of integrated approaches to 

sustainable development, management and conservation of the ocean and its 

resources, to promote sustainable economic development and ensure food 

security.” 

Leader’s Declaration (extract 1) 
首    脳    宣    言    （抜粋１）  

 パラグラフ 14 

“首脳は，持続可能な経済発展を促進し，食料安全保障を確保するために，

海洋及びその資源の持続可能な開発，管理及び保全に対する統合されたア

プローチが決定的に重要であることを改めて表明した。” 

3

 Paragraph 15 

“the Leaders reaffirmed their intention to continue cooperation in the Western 

and Central Pacific Fisheries Commission (WCPFC) to ensure sustainable use of 

highly migratory species, such as tuna, billfish and pelagic shark stocks” 

Leader’s Declaration (extract 2) 
首    脳    宣    言    （抜粋 2）  

 パラグラフ 15 

“首脳は，まぐろ，カジキ，サメ資源等の高度回遊性魚種の持

続可能な利用を確保するために，（中略），中西部太平洋まぐ

ろ類委員会における協力を継続する意図を再確認した” 
Skipjack 

4

 Paragraph 16 

“the Leaders reaffirmed the importance of the enduring cooperative relationship that aims to 

develop fisheries including through mutually beneficial fishing arrangements, as appropriate, 

between Japan and the PIF Members that ensure the sustainable use of fisheries resources in 

the Pacific. ” 

Leader’s Declaration (extract 3) 
首    脳    宣    言    （抜粋 3）  

 パラグラフ 16 

“首脳は，適当な場合には，太平洋の漁業資源の持続可能な利用を確保するための

日本と太平洋諸島フォーラム加盟国間の互恵的な漁業取決めを通じたものを含め，

漁業を発展させることを目的とした永続的な協力関係の重要性を再確認した。” 

5

 Paragraph 17 

“The Leaders expressed their commitment to deepening cooperation on 

monitoring control and vessel surveillance (MCS) … in order to eradicate and 

combat illegal, unreported and unregulated (IUU) fishing” 

Leader’s Declaration (extract 4) 
首    脳    宣    言    （抜粋 4）  

 パラグラフ 17 

“首脳は，（中略）違法・無報告・無規制漁業を根絶するた

めに，（中略）監視制御及び船舶監視についての協力を深化

させることへのコミットメントを表明した” 

6

Prime Minister Abe declared that Japan would advance comprehensive initiatives with respect to 

maritime issues with the areas that it particularly wants to focus on going forward being (i) 

measures to combat illegal fishing through human resources development and equipment 

provision and improvement of capacity in the area of maritime security, including maritime law 

enforcement, (ii) management of living marine resources, including cetaceans, and preservation 

of the marine environment… 

Second Session (Maritime Order based on the Rule of Law, and 
Sustainability of Ocean Resources) 

第2セッション（法の支配に基づく海洋秩序と海洋資源の持続可能性） 

安倍総理から，日本として今後特に力を入れていきたい分野として，ア 人材育成及び機材供与を

通じた違法漁業対策や海上法執行を含む海上保安分野の能力向上，イ 鯨類を含む海洋生物資源の

管理，海洋環境の保全，（中略）といった海洋に関する課題に対して包括的な取組を進める旨表明 

7
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Prime Minister Abe lobbied for cooperation to ensure that Japanese fishing 

vessels could engage in stable operations in the region. 

Second Session (Maritime Order based on the Rule of Law, and 
Sustainability of Ocean Resources) 

第2セッション（法の支配に基づく海洋秩序と海洋資源の持続可能性） 

安倍総理からは，日本漁船が地域において安定的に操業できるよう

協力を働きかけた。 

8

Prime Minister Abe declared that Japan … would actively implement a range of 

cooperation including ODA, and called on the Pacific island countries to engage 

in collaboration and cooperation 

Second Session (Maritime Order based on the Rule of Law, and 
Sustainability of Ocean Resources) 

第2セッション（法の支配に基づく海洋秩序と海洋資源の持続可能性） 

安倍総理から，日本として（中略）ODAを含む各種協力を積極的に実施

していく旨表明し，太平洋島嶼国に対して連携と協力を呼びかけた。 

9

 Paragraph 14 

“The Leaders reiterated the critical importance of integrated approaches to 

sustainable development, management and conservation of the ocean and its 

resources, to promote sustainable economic development and ensure food 

security.” 

Leader’s Declaration (extract 1) 
首    脳    宣    言    （抜粋１）  

 パラグラフ 14 

“首脳は，持続可能な経済発展を促進し，食料安全保障を確保するために，

海洋及びその資源の持続可能な開発，管理及び保全に対する統合された

アプローチが決定的に重要であることを改めて表明した。” 

10
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Leka Pitoi特別顧問：
　おはようございます。まずプレゼンテーション
に入る前に、カス水産公社総裁が本日この会議に
出席できなかったことについてお詫び申し上げま
す。総裁に代わりまして水産庁の長谷長官、竹中
理事長、そして有識者の皆様、水産庁の皆様、
OFCFの皆様、そして島嶼国の私の仲間の皆様に
ご挨拶申し上げます。

3つのパート
　このプレゼンテーションは 3 つのパートから
成っています（スライド 2 ）。
1 ．PNGの沿岸漁業の状況
2 �．沿岸漁業管理及び開発に関する水産公社の目

標と管理計画
3 ．沿岸漁業の計画遂行に関する協力関係

　今回のプレゼンテーションはPNGの沿岸漁業
についての話がほとんどです。PNGは海岸線が
長くEEZも広いことから水域の管理は大変難しく、
国にとっては困難な課題かもしれません。沿岸漁
業資源の持続可能な管理をするためにはパート
ナーシップがたいへん重要となります。

3-1. PNGの沿岸漁業の実態
　スライド 3 ～10はPNGの沿岸漁業の概要を表
したもので、スライド 4 は漁業生産量の内訳です。

３． 基調講演「パプアニューギニアにおけ
る地域漁業振興、環境、コミュニティ開発
に係る取組み」から

養殖業、淡水（内水面漁業）、沿岸商業漁業、沿
岸自給自足（subsistence）漁業がありますが、
その中で沿岸自給自足のための生産量が約35,000
トンと非常に多く、食糧安全保障の点でも沿岸漁
業の管理が重要になります。
　最近の沿岸漁業の中で最も重要な産物はナマコ

（sea cucumber）、魚類（fin fish）、甲殻類（prawns 
and crabs）、貝類（clams）などで（スライド 5 ）、
こうした資源は国家経済に寄与するだけでなく、
人々の日々の生活を支えるものでもあります。沿
岸漁業生産物の多くは家庭での消費となり、次に
多いものが販売向けで収入になります。
　沿岸漁業の管理がうまくいかないと過剰漁獲に
陥り、人口増加が見込まれる中で食料確保が困難
になる恐れがあります。アジア開発銀行が2005年
に行った調査と比較しても、PNGの沿岸自給自
足漁業に依存する人々の状況は、今とほとんど変
わっていません。また、沿岸漁業は他のセクター
に比べてもまだ開発途上といえます。このため、
地域の人々に参加してもらうためには多くの課題
があります。特に漁業を取り巻くインフラの欠如、
市場へのアクセス手段の欠如の 2 つが最も大きな
課題となっています。
　その他にも市場に流通させるための加工処理技
術や保存手段がないため、漁獲量を増やすことが
できないという問題もあります。
　さらに、陸上での活動、例えば水産以外の資源
開発プロジェクトや人口増加も沿岸資源に影響を
与えています。
　さて、スライド 9 は2011年の国勢調査の結果で
す。約200万人が沿岸資源に依存しており、これ
は全人口の32％に当たります。またFAO（国連
食糧農業機関）によれば、たんぱく質の7.5％が
魚類または海産物から摂取されています。このこ
と自体が沿岸の漁業資源が如何に私たち、特に離
島において如何に重要かということを示している
と思います。
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3-2. 沿岸漁業管理及び開発に関する水産公社
の目標及び管理計画
　さて、沿岸漁業をどのように開発していくかと
いうことは、水産公社には難題です。というのは

（企業型の）沖合漁業とは違って人々の考え方や
生活習慣にも管理を及ぼしていかなければならな
いからです。
　一方で沖合のまぐろ漁業に関連する収入はかな
りありますので、その収入を活用して沿岸漁業を
管理していくということになります。商業漁業で
の発展が沿岸漁業に影響してくる部分もあります。
大規模な経済効果によってコストを引き下げるこ
とができたり、沿岸漁業により多くの地元の人た
ちが従事することができるようになると考えてい
ます。
　さて、沿岸漁業の開発と管理のための水産公社
の目標と計画はスライド11～16に記述してありま
す。開発と管理のガイドとなるのが沿岸漁業と養
殖のためのロードマップや水産公社の組織計画な
どで、また開発・管理を進めるにあたってはSPC

（太平洋共同体事務局）、MSG（メラネシアン・
スピアヘッド・グループ）の沿岸漁業のための
ロードマップ、FFA（フォーラム漁業機関）の
地域の持続可能な漁業のためのロードマップ、
FAOの小規模漁業のガイドラインなどとの整合
性をとることも求められています（スライド11）。
　そして「漁業資源の持続可能な管理と開発を通
して経済的な見返りを最大にする」というのが水
産公社の最大のミッションであります（スライド
12）。
　さて、スライド14は水産公社の組織計画と国家
の開発計画がどのようにリンクするか示すもので
あり、国家計画に合致した形で仕事を進めている
ことを示しています。
　また水産公社は全体予算の10％が国家予算によ
る補助となっており、国家の開発計画のフレーム
ワークの中で政府の支持を得ながら漁業資源を管
理する必要があります。
　沿岸漁業と養殖は特に重要であり、これらの持

続可能な管理と開発は国の計画のなかでも優先事
項になっています（スライド15）。
　水産公社はこれらの計画をベースに自国の資源
を十分に活用していきたいと考えており、目標を
実現するためには、漁業資源に付加価値を付ける
等の技術や小規模コミュニティにおける漁業への
支援が求められます（スライド16）。

3-3. 沿岸漁業の計画遂行に関する協力関係
　沿岸漁業開発にあたっては様々なパートナーが
い ま す（ ス ラ イ ド17～32）。OFCF（ 財 団 ） は
FDAPIN*プロジェクト、専門家の派遣等（スラ
イド17～18）を実施しています。JICA（国際協
力機構）は主にアロタウなどの市場の改修を実施
しています。SPCは沿岸漁業管理のための技術的
アドバイスを提供しています。ACIAR(オースト
ラリア農業研究センター）はニューギニーブラッ
クバス（和名：ウラウチフエダイ）資源に関する
研究、PNGにおけるレクリエーショナル フィッ
シングに関するガイドラインの作成及びアドバイ
ス、トレーニングなどを提供しています。
　そして多くのOFCFプロジェクトが実施され稼
働しています（スライド18）。アロタウの漁業セ
ンターに対してOFCFは継続的に私たちをサポー
トしてくれました。また、定置網プロジェクトは
私たちにとっても重要なプロジェクトです。その
他NFC（National Fisheries College）で行われ
ている研修など、OFCFによって行われている
様々な研修があります。JICAも長い歴史のある
支援をして下さっており、現在NFCと呼ばれて
いる施設の建造が、1970年代に実施された最初の
ODAのプロジェクトでした（スライド19）。
　PNGは日本からの継続的な支援に感謝してい
ます。ウェワクの市場施設が2008年に完成し、今、
アロタウ市場の施設の工事が始動しました。
JICAによって建設・改修された市場はとても重
要なものです。

*地域巡回機能回復等支援事業Fisheries Develop-ment 
 Assistance for Pacific Islands Nations
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定置網漁法の可能性
　また、JICAによる日本の東京や各地で行う研
修プラン、また、ボランティアによる研修もあり
ます（スライド20～21）。
スライド22の写真はマダンの市場です。また
OFCFによる定置網の修理のための研修とOFCF
により設置された製氷機です。スライド24はウェ
ワクとラエで行っている定置網プロジェクトの写
真です。

　定置網は今、拠点をアロタウにも設けようとし
ています。定置網による漁業はコミュニティの機
動力を上げ、地域の人たちが一緒に活動する機会
を作ろうという試みであり、組織化されたコミュ
ニティ内に秩序がもたらされます。これは定置網
事業がもたらした恩恵だと思います。
　右側のスライドが今PNGに導入されている定
置網ですが、あまり大きなものではなく地域の
人々が扱える大きさです。こうした小さい網を管
理してうまく使えるようになれば、将来もっと大
きな網も導入できるのではないかと期待しており
ます。定置網の修繕、管理の研修はOFCFによっ
て行われました。

　スライド23には局長会議の写真も含まれますが、
こうした機会で私たちのFDAPINプログラムを
どのように改善していくか話し合える機会がある
のは感謝すべきことだと思います。

州政府とコミュニティ開発
　定置網は私たちにとっては新しい漁法ですので
多くの課題がありました。沿岸漁業に取り組むと
いうことは、その地域の人たちと関わるというこ
とを意味します。漁業をどうやって管理し、また、
そこから生まれた収入をどうやって管理するかと
いう課題が生じます。OFCFからのソフト面での
支援がとても重要になってきている局面です。そ
して、組織化を進める中でリーダーシップを誰が
どのようにしてとっていくかはとても重要な問題
だと思います。また、定置網を組織化の下で進め
ることにより収入が得られるということを実感す
ることも重要です。ラエでは漁獲が少ないのです
が、定置網の設置場所を効率の良い場所に変える
ことで改善できるのではないかと考えています。
　
　他にも様々な問題がありますが、やはり人材育
成は重要だと思います。OFCFからも協力を得て
いますが、もちろん水産公社としても自ら汗をか
かなければなりません。州政府の漁業部門、州政
府レベルでプロジェクトをしっかり運営していけ
るように努力しなければなりません。PNGにお
いては組織化というものがやはり最大の課題だと
考えます。
　

コミュニティ活動とパートナーシップ
　定置網プロジェクトを進めるにあたっては、各
地区で作業部会というものを設置して進めていま
す。作業部会には水産公社や外部の人が加わって
います。このような組織化を行うことによってい
くつかのメリットも生まれてきています。例えば、
州政府も、このようなグループに関与することで
恩恵を受ける人々を増やせることを理解しました。
州政府が今後も関与することは重要です。
　また、OFCFの支援によって漁獲物の処理につ
いてのトレーニングを受け、付加価値を高めるこ
とができ、それによって収益を上げることができ
るようになっています。これは、特にラエで行わ
れています。漁獲物の一部はスーパーマーケット
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や主要な市場でも販売されています。
　スライド29は、OFCFの支援により、PNGのス
タッフが日本で開催されたロープワークや網の修
繕方法を含む定置網のトレーニングを受けた時の
写真です。トレーニングを受けたスタッフが
PNGで技術を広めています。定置網プロジェク
トの 1 つの成果としてPNGにおける定置網のマ
ニュアルがあります。これはOFCFの協力で完成
したものです。また、定置網を設置した 3 つの地
域間の協力も開始されました（スライド30）。ス
ライド31はOFCFの専門家が定置網の指導を行っ
ている様子です。既に調査団が新たな拠点アロタ
ウに派遣され、設置場所の検討を行っています

（スライド32）。

　OFCF、JICAとのパートナーシップを通じて
プロジェクトを実施していくことで、専門的な知
識や技術を学ぶことができることは大変有意義な
ことと思っています。また、このようなプロジェ
クトを通じて資源を長期的に持続可能な形で利用
していくことが可能となるという意味でも非常に
有意義なことだと思います。
　定置網は受動的な漁法ではありますが、適切な
場所に設置すれば、待ちながらにして魚を収穫で
きる優れた漁法です。経験を積むに従ってまた新
たなアイデアも出てくるものと思います。その際
には日本と協力していくことが重要だと思ってお
ります。
　PNGとしても将来に向けて持続可能な形で漁
業を展開することを目指したいと思います。あり
がとうございました。

A Keynote Address at the Fisheries Side Event in
relation to the 8th Pacific Islands Leaders Meeting
(PALM 8), Tokyo, Japan, 18-19 October 2018

John E. Kasu
Managing Director, National Fisheries Authority

NATIONAL FISHERIES AUTHORITY 1

Part 1 – Coastal fisheries situation in Papua New Guinea

Part 2 - NFA’s goals and plans for coastal fisheries
management and development

Part 3 – Our partnership in the implementation of our
coastal fisheries plans.

NATIONAL FISHERIES AUTHORITY 2

Our operating context

NATIONAL FISHERIES AUTHORITY

Area: 462,840km2

Population: 8,418, 346 (last UN 
estimate July 1, 2018)

GDP: US$16 billion (2013)

EEZ: 3,120,000km2

Coastline: 17,110 km

Maritime 
Provinces:

14

Basic facts

3

Fisheries production in PNG waters

2014 Aquaculture Freshwater Coastal
commercial

Coastal
subsistence

Offshore
locally
based

Offshore
foreign-
based

Both PNG-and
foreign-flagged vessels

Volume 
(tonnes) 

145 tonnes
and
160,000
pieces

8,642 6,500 35,000 216,896 217,871

Value (million 
USD) 1.2

38.1 50.6 66.7 312.7 311.0

NATIONAL FISHERIES AUTHORITY

Source: Gillet (2016)
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Importance of coastal fisheries: 
▪Based on the 2011 census data, an estimated total of 2,239,173 people or 454,032
households of coastal and island communities are directly dependent on fish and other
fishery products at the subsistence and artisanal scale.

• This portion of population represents about 32% of the total population of the country.

• Fish is the most essential element of food for the more than 2 million inhabitants of the
coastal and island communities of the country.

▪Although it is not known on how much an average amount is consumed by a member
of a household at the village level, at the national level, the FAO Food Balance Sheets
conservatively put that in 2007, fish contributed an average of 7.5% of all protein to the
diet and 13.9% of animal protein in PNG. So, it can be assumed that a rural coastal
households figures would be higher, considering that other forms of protein is not
readily available and if they did, they were normally available during special occasions
such as during feasts or other special traditional occasions.

NATIONAL FISHERIES AUTHORITY 9

Importance of coastal fisheries

The protection and effective management of our coastal, 
estuarine, and freshwater species are just as important (as 
tuna) due to the ecological, social, economic and cultural role 
they play in the day-to-day livelihoods of PNG's large rural 
population. 

(by Hon Patrick Basa, Minister of Fisheries and Marine Resources 
in Corporate Plan 2018-2022)

NATIONAL FISHERIES AUTHORITY

▪ Most important fisheries - sea cucumber,
shell fisheries, fishing of Crustaceans, e.g.
lobster, prawn and crabs

▪ Vast contribution to national economy but
limited record.

▪ Estimated annual coastal subsistence
fisheries catches in PNG ranging from
20,600 to 30,000t. (Source: Hugh Govan,
2013)

▪ Estimates of fish consumption range from
4.8 kg/capita to 24.9 kg/capita. Estimated
up to 90 % of marine resources eaten,
traded or sold.

▪ Marine resources play a vital role in food
security for island and also provide a source
of healthy protein.

▪ Healthy marine habitats - crucial to the
production of these resources and
provision of irreplaceable ecosystem
services such as coastal protection and
carbon capture. 5

Importance of coastal fisheries:
▪Benefits derived from commercial fisheries, in particular the revenue from
the tuna fisheries has been used for the management and development of
the coastal fisheries resources, marine aquaculture, inland fisheries and
capacity building for the provincial fisheries and community fisheries
stakeholders.
▪The development of the industrial fisheries is essential in order to provide
the environment and economies of scale for the small-scale fisheries and
artisanal fisheries subsectors to be piggy-backed on, in particular, in the areas
of coastal fisheries support infrastructure and access to market.
▪The last 10 years has seen increased investment in the coastal and inshore
fisheries sector by the National Government, through the National Fisheries
Authority interventions with poverty alleviation and income earning as the
overarching emphasis. These coastal or small-scale fisheries investment
initiatives are undertaken by NFA and its partners like OFCF and JICA as you
will see later.

NATIONAL FISHERIES AUTHORITY 10

45%

34%

14%
7%

Typical use of seafood caught and collected

household
consumption

selling to earn
income

given to wantoks

community
activities

Importance of coastal fisheries:

NATIONAL FISHERIES AUTHORITY

reef fishing, 
208

boat 
handline/bo
ttom fishing, 

194

collecting, 
164

diving/spear
gun, 88

trolling, 69
netting, 33

deepwater 
fishing, 2 canoe, 1

derris, 1

Common fishing activities of coastal 
communities in PNG

Source: ADB CFMD Project Socioeconomic Survey, July 2005

6

■given to relatives

Policy frameworks:
Coastal fisheries development and management is guided by:
▪PNG CFMA Roadmap 2016-2022
▪NFA Corporate Plan 2018-2022
▪PNG Fisheries Policy under the process of formulation 

Our plans also take into account the regional plans:
▪SPC’s New Song for Coastal Fisheries Roadmap
▪MSG Roadmap for Coastal Fisheries
▪Regional Roadmap for Sustainable Fisheries
▪FAO SSF Guidelines, etc

NATIONAL FISHERIES AUTHORITY 11

Development status:
▪ Coastal and inshore fisheries resources, in general, remain

underdeveloped.
▪ Meaningful local participation, in terms of business, has been difficult,

as in other sectors, e.g. agriculture, etc.
▪ Development of small-medium enterprises (SMEs) in PNG has been

sluggish due to policy, institutional, environmental, structural
constraints and erratic support infrastructure.

▪ Government has recognized the fact that a competitive, dynamic and
diverse private sector is an important driver of economic growth.

▪ The micro and small-medium enterprises sector is recognized for
empowering citizens by promoting self-reliance and job creation and
reducing poverty through sustainable livelihoods creation.

NATIONAL FISHERIES AUTHORITY 7

Our mission statement - "To maximize economic returns through sustainable
management and development of our fisheries resources”, is to foster wealth
creation through revenue derived from commercial fishing, for livelihood
sustenance and food security and for poverty alleviation.

NFA mission

NATIONAL FISHERIES AUTHORITY 12

Coastal fisheries management and development challenges:
▪Engagement of local communities to participate in fishing, fish farming and fisheries
related activities.

▪Limitation in accessibility and appropriate linkages to local markets.

▪Lack of post-harvest support at provincial and local levels.

▪Lack of appropriate fishing crafts.

▪Lack of support infrastructure in the production areas – community level.

▪Erratic coastal transportation system.

▪Increasing pressure on the inshore fisheries resources and environment due to
increasing population growth.

▪Increasing pressure on the inshore fisheries resources and environment due to land-
based natural resource projects development, such as logging, mining and petroleum
projects.

NATIONAL FISHERIES AUTHORITY 8
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Our key partners in the coastal fisheries development in PNG:
▪OFCF
▪JICA
▪SPC – on going technical advice provided in the management of coastal fisheries
resources.
▪Australian Centre for Agricultural Research (ACIAR) and research institutions has been
involved in:

• the development of sustainable fisheries and aquaculture for food security
stock assessment work on Niugini Black Bass Research, Barramundi Stock
Assessment Research in Western Province, Gulf of Papua Prawn and inland
aquaculture.

• research training through
• Research is to address black bass (Lutjanus goldiei) ecology, sporting best

practice, social and cultural considerations and smallholder village business
development.

NATIONAL FISHERIES AUTHORITY 17

A Roadmap for Coastal Fisheries and Marine Aquaculture for Papua New 
Guinea: 2016-2026

Overarching Goal
To sustainably develop and manage our coastal resources to provide 

sustenance, income and ecosystem benefits to our communities and nation 
at large without endangering food security or the long-term health of the 

resources.

NATIONAL FISHERIES AUTHORITY 13

OFCF:
▪ FDAPIN（FDAPIN IV, 2006 to 2009, FDAPIN V, 2010-2014 and FDAPIN VI, 2015-2019) is a Program of 

OFCF to Restore Fisheries Related Facilities (REP) and to provide Fisheries Extension Services 
Assistance to PNG. 

▪ Projects contribute to the achievement of sustainable coastal fisheries development and 
management in PNG and transfer their technical skills.

▪ These projects include: 
• Kokopo Ice Making Machine and Fish Storage Facilities;

• Madang Ice Making Machine and Fish Storage Facilities; 

• Alotau Ice Making Machine and Fish Storage Facilities;

• Manus Ice Making Machine and Fish Storage Facilities;

• Vanimo Ice Making Machine and Fish Storage Facilities; 

• Kimbe Ice Making Machine and Fish Storage Facilities;

• Kupiano Ice Making and Fish Storage Facilities

• National Fisheries College Ice Making Machine Simulator, Outboard Motor Engine Simulator for training purpose, and

• Lae Ice Making Machine and Fish Storage Facilities.

▪ OFCF of Japan is also providing technical advice for the Trap Net Fishery Project, a new fishing 
method been introduced in PNG in Wewak and Lae and lately may be in Milne Bay.

NATIONAL FISHERIES AUTHORITY 18

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Vision 2050 

PNG Development Strategic Plan 
2010-2030 

Medium Term Development 
Plan 2018-2022 

Fisheries Sector Plan, CFMA 
Roadmap, etc 

NFA Corporate Plan 2018-2022 

Annual Work Plan & Budget 

National Planning Act

Constitution and Directive Principles

S
taR

S 
P
apu

a N
ew

 G
u
in

ea R
espon

sible, S
ustain

able 
D

evelopm
en

t P
rin

ciples 

 
Supporting national policies of 
the Government and sector 
policies and regulations: 

A) Alotau Accord 2, 
B) UN SDGs, 
C) Fisheries 

Regulations & 
Management Plans, 

D) Tuna Development 
Plan, 

E) NPOA for IUU 
Fishing, 

F)Other fisheries and 
aquaculture 
policies, plans, and 

G) Provincial 
fisheries plans. 

 
Sub-regional, regional and 
international treaties, 
agreements, arrangements 
and initiatives 
 

The NFA Corporate Plan is
aligned to the national
planning framework, which is
guided by the Constitution
and the National Strategy for
Responsible Sustainable
Development for Papua New
Guinea (StaRs). The
Constitution and Directive
Principles, and the StaRs
establish the long-term
objectives, the development
paradigm and principles, and
the operational strategy of the
Government.

The figure on the right
illustrates the alignment of the
Corporate Plan to higher
plans.

The NFA Corporate Plan in the National Planning Framework
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JICA:

▪The first Japan grant aid provided to PNG was used to fund the establishment of the
Fisheries Training Facility, which is now called National Fisheries College, the only
officially recognized fisheries training institution in PNG.

▪Between 2008 and 2016, a total of US$19,910,000 grant has been granted as part of
Japan’s Official Development Assistance to the PNG’s fisheries sector (OECD CRS
database). (Using the prevailing exchange rate, this is approximately JP¥2,190,100,000.
The total of US$19,910,000 grant aid were delivered through various projects and
trainings through JICA and OFCF as the implementing agencies of the Japan ODA)

▪In most recent years, the Government of Japan, through JICA, has provided grant aid
for a number of fisheries projects as highlighted in the next slide.

NATIONAL FISHERIES AUTHORITY 19

One of the goals of the Corporate Plan 2018-2022

Promoting sustainable development of coastal fisheries, aquaculture and
inland fisheries for food security and income opportunities.

Under the goal above,  strategies or focus areas:

▪ Fisheries and marine resource mapping and profiling,

▪ Putting in place strategies and plans to guide responsible and
sustainable development of coastal fisheries resources,

▪ Promote and encourage community-based and SME development and,

▪ Developing and improving coastal and aquaculture fisheries data
collection and management for effective planning and evidence-based
decsion-making.

NATIONAL FISHERIES AUTHORITY 15

JICA:

▪Rehabilitation of Urban Markets and Fisheries Facilities
• Ongoing assistance  

▪Fishery management trainings
• Technical cooperation trainings have been conducted since the establishment of PNG and

Japan diplomatic relationship. PNG fisheries sector, in particular the government sector,
has been a fortunate and regular recipient of a number of fisheries Training Programs,
which are provided in Japan to complement the technical cooperation scheme. With Japan
Government close association with the establishment of the NFC, series of trainings were
provided to NFC trainers in the area of fishing gear technology.

• In the most recent trainings, focus has been on community fisheries management
trainings. In 2017, invitations have been received from JICA for trainings in Good Practices
on Co-management of Coastal Fisheries, and Planning of Fisheries Community
Development.

NATIONAL FISHERIES AUTHORITY 20

Two of focus areas under the goal of the Corporate plan in which
the OFCF project activities aligned to are:

◆ Value adding of coastal, inshore and inland fisheries to increase value of
fishery products – Target by 2022

◆ Supporting small-scale community based fisheries projects through the
fisheries credit scheme and implementing PDF policy guidelines – Target
by 2020

NATIONAL FISHERIES AUTHORITY 16
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Difficulties met in the project

A. Decrease of WG members and theft of the materials in Meni.

(Stable income from NFA regardless of the catch & Poor cooperation among the 
members)

B. Cease of maintenance of the net in Wom. (Conflict among  WG members due
to dubious  accounting)

C. Small catch in Labumiti.

NATIONAL FISHERIES AUTHORITY 25

Start year Project name Costs Location

1977 The project for establishment of
National Fisheries Training College

N/A Kavieng, New
Ireland Province

2008 The project for Construction of
Wewak Town Market and jetty

PGK25 million Wewak, East
Sepik Province

2014 The project for the Rehabilitation of
Madang Town Market and Fish
Landing Facility (completed 2016).

PGK26 million Madang,
Madang Province

2017 The Project for the Rehabilitation of
the Alotau Town Market and Fisheries
Facilities.

PGK33 million Alotau, Milne
Bay Province

Grant Aid in fisheries sector by Japanese Government in PNG kina

NATIONAL FISHERIES AUTHORITY 21

How we solved the difficulties?

◆ Decrease of WG members and theft of the materials in

Meni.

▪ All members are fired, the project ceased.

▪ Community member asked restart the project.

▪ NFA presented the following conditions.

◆ Reorganization of members of the WG and participation in
management committee of influential people of the village.

◆ Modification of management guidelines.

◆ Joint management system with state governments.

◆ Voluntary offer of sand and labor to create 1200 sand bags
(50 kg each) for refining the net.

Providing sand bags

NATIONAL FISHERIES AUTHORITY 26

JICA  ；Fish market, etc.

OFCF；FDAPIN※ , Trap net operation project, Training for Purse Seine 
Crew,  Discovering Potential Fishery Products, etc.

Madang fish market
supported by JICA Kupiano fisheries 

center supported by 
FDAPIN 

Training of net repairing

※ F i s h e r i e s
D e v e l o p m e n t
Assistance for Pacific
Islands Nations

NATIONAL FISHERIES AUTHORITY 22

How we solved the problem?
◆Cease of maintenance of the net in Wom.(Conflict among
WG members due to dubious accounting),

▪ A meeting of stakeholders (Trap net WG, Village,
provincial government, NFA and OFCF) was held.

▪ In order for the villagers themselves to
manage/operate the net, following matters were
decided to be taken.

◆Reorganization of WG members,

◆Establishment of management committee and formulation
of the guidelines,

◆Accounting management by provincial government,

◆Officials. (Joint management system with provincial
government),

◆Dispatching Technical Fisher (proficient technician) of Meni
WG to Wom trap net for technical guidance.

NATIONAL FISHERIES AUTHORITY 27

Benefits of partnership
･Effectiveness
･Continuity
･Effort of Technology Transfer, etc.

Trap net operation in Wewak

24th HEADS OF FISHERIES MEETING dicussing FDAPIN in Fiji, 2016

Training on 
refrigerator

NATIONAL FISHERIES AUTHORITY 23

How we solved the problem?

C. Small catch in Labumiti

◆ Working on fish processing and marketing to add the value to the products.

Training of processing Hearing investigation at a supermarket and a 
Hotel

NATIONAL FISHERIES AUTHORITY 28

Alotau

Lae
（Labumiti）

Wewak
（Meni, Wom）

Trap net

Captured hairtail

Trap net model construction
Kawakawa

Trap nets settled & planned by NFA

Google map

NATIONAL FISHERIES AUTHORITY 24
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To conclude, I really appreciate it very much if Island countries and Japan
keep working together for mutual successful future in managing and
developing our fisheries resources, some which are shared.

NATIONAL FISHERIES AUTHORITY 33

Other efforts/initiatives 

A. Trap net operation training in Japan

Opening ceremony Technical lecture

Net lifting Sorting of fish

Filleting

Presentation

NATIONAL FISHERIES AUTHORITY 29

Other efforts/initiatives 
B. Cooperation among three Trap nets sites.
◆Using the knowledge of Meni and Wom for Labumiti
◆Dispatch of Technical fishers of Meni to Wom.
◆Using used nets in Meni as a substitute in Wom. 
◆A training manual common to three trap nets is prepared.

Technical 
fishers 

Training 
manual 

NATIONAL FISHERIES AUTHORITY 30

Why Trap net operation project goes well? 

◆Cooperation with NFA & Taking part in of provincial governments.

◆Incorporating of stakeholders of the areas into the project.

◆Efforts to make it possible to operate the fishery by PNG people themselves
(Training, technical and fisher system).

◆The good OFCF expert who tries to know people in the areas well,

patient, enthusiastic, and effective.

OFCF expert Mr. Fujii

NATIONAL FISHERIES AUTHORITY 31

Expectations for Japan Assistance:

◆ Effectiveness (Cooperation with NFA, 

Support which matches PNG, and 

Persistent effort)

◆ Continuity (like FDAPIN),

◆ Effort of Technology/Knowledge Transfer. 

until now,and Project on Discovering 

Potential Fishery for Market Distribution,
◆ Integrated supports, i.e. Fish market, Ice 

machine, Trap net operation &  Discovery 
of Potential Products at an area like Alotau.  

Alotau

NATIONAL FISHERIES AUTHORITY 32
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プレゼンテーション

大江海士町長：
　改めましてみなさん
こんにちは。
　海士町長の大江でご
ざいます。司会者の方
から「成功」という言
葉が出ていますが、決
してまだまだ成功では

なく、挑戦真っ只中の一過程と捉えていただけれ
ばと思います。秘境の地の離島から来まして、普
段方言で日常会話を行っておりまして、非常に分
かりにくいと思います。通訳の方を困らせてもい
けませんので、今日はなるべく標準語で話すよう
努力したいと思います。よろしくお願いします。

　私の島は「ないものはない」という言葉を掲げ
て町づくりを行っております。島には都会にある
便利なものは何一つないけれど、それはそれで良
い。しかしながら都会にはない大切なものがこの
島には全て揃っている。 2 つの意味を表していま
すが、町のスローガンとして「ないものはない」
をキャッチフレーズに町づくりを行っています。
私たちは、離島からですが、さまざまな挑戦を
行っています。

海士町はどんなところ
　島の紹介をしたいと思います。日本の地図（ス
ライド 2 ）で見ますと隠岐諸島は、丸で囲んだと
ころにございます。全国に6,852の島がございま
すが、その中で人の住んでいる島は422ございま
す。その中に隠岐諸島がございます。私たちの島
は、島根半島の沖合60キロメートルに浮かんでお
ります。隠岐諸島のうちの 1 つの島に海士町があ
り、本土からフェリーで 3 時間程度かかります。

４． 日本の離島振興の取組みと成功要因に
ついて

高速船では 1 時間ちょっとですが、冬場は非常に
時化て、大きな2,000トンもあるフェリーが航行
できず欠航する日が 3 日間続いたり非常に不便な
島でもあります（スライド 3 ）。
　隠岐諸島には 4 つの有人の島があり、その中の
1 つに海士町がございます。人口は2,300人、島
の面積は33.5キロ平米、周囲の海岸延長は約90キ
ロというところでございます（スライド 4 ）。島
でありながら珍しく田畑に恵まれているのが 4 つ
の島でもこの海士町だけで、田畑がございます。
島でありながら湧き水が豊富で、全国名水100選
のひとつがここにございます。田んぼを作り、漁
業をしながらの半農半漁の自給自足の島でござい
ます（スライド 5 ）。今から1,300年前、朝廷（平
城京）に干しアワビ、海産物を献上するなど、食
材が豊富な「御

み

食
け

つ
つ

國
くに

」というんですが、そうい
う位置付けがございました（スライド 6 ）。

高度経済成長に取り残される
　島の人口は、戦後の昭和25年には7,000人近くで
したが、高度経済成長に伴いまして、今は、2,353
人と60年間で 1 / 3 に減少しました（スライド 7 ）。
こういう中で、島が、どうやって生きてきたかと
いうと、国の公共事業によって生かされてきた島
といっていいかと思います。漁船用の岸壁の整備、
防波堤の整備、道路の整備、社会インフラの整備
に明け暮れていました。そうした結果、気が付き
ますと、小さな島に大きな借金を作ってしまいま
した。下のグラフ（スライド 8 ）は、町の基金の
様子を表しているのですが、15億円くらいあった
基金をこうした借金の返済のために取り崩しなが
ら行政運営をやってきました。このまま進めば破
綻だ、というような状況に追い込まれまして、こ
こから大きく改革を迫られることになります。

海士町は日本の未来の縮図
　こうした状況は海士町のみならず全国各地でご
ざいました。人口減少、超少子高齢化、超財政難。
島の現状というのは、やがて訪れる日本の未来の
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先取りである、課題先進地であるという考え方で、
島は日本の縮図、海士町は社会の縮図という意味
で、私たちの挑戦は日本の未来を創るヒントにな
るのではないかという意気込みで挑戦を続けてき
ました（スライド 9 ）。一方で、日本国は自治体
合併という政府の流れがございました。多くの自
治体は市町村合併を行いました。

自立プラン　守りと攻めの両面作戦
　しかし私たちは、合併をしても何一つ町の発展
はない、国は進めるかもしれないけれども自分た
ちは自分たちでやるんだという考えで、合併をせ
ずに単独町制を決断し、これまで戦ってきており
ます（スライド10）。
　今から15年前に自立促進プランというものを策
定しまして、大きな改革が始まって行きます。自
立への挑戦でございます。生き残りをかけた守り
と攻めの両面作戦（スライド11）を展開していこ
う、そして生き残るための守りの戦略とは、自ら
の身を削らない改革は支持されない（スライド
12）、そして過去に例のない大胆な行財政改革を
やるんだ、そういう戦略でございます。
　私たちは自分たちの給与・報酬をカットしまし
た。町長は50％、一般の公務員は給与を30％自ら
返しました（スライド13）。自ら返したところに
私たちの特徴があります。決して上からの押し付
けではない、自分たちの未来の先行投資のために
自ら給料を削減し、 2 億円の削減効果が出ました。
その 2 億円を使って色々な産業振興に投資をしま
した。また、一方で子育てにも支援しました。 3
人目のお子さんが誕生したら50万円、 4 人目のお
子さんが産まれたら100万円の出産祝い金。つま
り、私たちの報酬カットで生んだお金で、子育て
支援を行っています（スライド14）。こういうこ
とが大きな特徴で、他の地域にはないことでござ
います。

　守りの戦略だけでは、経済成長には繋がらない。
やはり一方で攻めの戦略を行う必要がございます。

地域にある資源に付加価値をつけていくことが重
要で、その付加価値に向けての活動を行うことが
雇用の発生にも繋がる、若者の雇用の場を生んで
いく。こういうことが大切である、ということで

「島まるごとブランド化」していこうという取組
みを行いました（スライド15）。　

島まるごとブランド化
　1）さざえカレー

　その第 1 号が、さざえカレーの商品開発であり
ます。カレーの食文化は日本各地であるわけです
が、具材の肉の代わりにサザエを入れている食文
化は日本で隠岐地域にしかございません。こうし
た食文化を商品化したらどうだろうか。海士町が
レシピの開発から加工、販路の開拓まで行いまし
た。第 1 号のヒット商品になりました（スライド
16）。

　2）ブランド牡蠣「いわがき春香」
　 2 つ目は岩牡蠣の養殖であります。日本では隠
岐地域で始めて生まれた技術です。今では、この
技術は日本各地に普及しております。私たちは

「いわがき春香」と名付けてブランド化を行いまし
た（スライド17）。養殖技術を開発してから10数年
かかりましたけれど、どのような養殖方法を行っ
ていったら、このような大きな牡蠣が作れるのか、
試行錯誤していきました。そして 3 年程養殖には
かかるんですが、このような大粒揃いの牡蠣が世
に出回るようになりまして、今、築地では最高値、
東京の首都圏のオイスターバーの約 8 割に牡蠣を
納入することができています（スライド18）。

　3）CASシステム導入
　第 3 弾がCASシステム（細胞を破壊しない新冷
凍技術・新鮮なまま凍結できる技術）（スライド
19）の導入です。皆さんの国も島嶼国でございま
すが、私らも離島でございます。大きな市場への
出荷にはハンディがございます。輸送時間がかか
る、輸送コストがかかる、輸送時間がかかるため
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に鮮度が落ちる、鮮度が落ちることによって買い
叩かれて漁師さんの手取りが少なくなる。こうい
う悩みは、海士町のみならず全国の離島が抱える
課題であります。それをなんとか克服しようとい
うことで、鮮度を落とさずに、新鮮なまま水産物
を凍結できる技術を導入しました（スライド20）。
数億円もかかりました。多くの島民は大反対でし
た。これだけ借金を抱えているのに、数億円も投
資してどうするのかという大きな反対がございま
したが、若者の雇用の場、島の資源のブランド化、
これを実行するためにはCASを入れるしかないん
だとして、この冷凍施設を導入しました。今では、
これを使っていろいろな水産物を加工しながら二
次商品を作っております。商品開拓から販路の開
拓まで町が独自に行っています（スライド21）。

　4）島生まれ、島育ち、隠岐牛のブランド化
　次に隠岐牛のブランド化も行いました（スライ
ド22）。島では牛を飼っている方が非常に多いわ
けですが、肉牛にする文化がございませんでした。
肉牛は仔牛を 8 ヶ月～12ヶ月齢くらいまで育てて
手放す「繁殖」と、そこから仔牛を 2 ～ 3 歳の肉
牛になるところまで育てる「肥育」とに分かれる
ことが多く、以前は隠岐の牛も「繁殖」のみを
行っていて、手放した後は神戸牛になったり、松
坂牛になったり、日本各地でブランド牛として出
荷をされていました。こんなに素質の良い牛がい
るのであれば、いっそのこと島で牛肉を作ったら
どうかということになりました。これは、公共事
業がどんどん無くなって建設業者が倒産するなか、
なにか多角経営をやりながら生き延びていこうと
いう発想を持った建設業者が畜産に参入すること
で実現しました（スライド22、23）。技術の無い
海士町は、東京食肉市場の専門家のところに行っ
て勉強し、専門家を島に招いて技術向上を試みま
した。ようやく肉ができあがって東京へ持って
いったら非常に高い評価を受け、首都圏の高級
スーパーに取り扱ってもらえるようになりました

（スライド24）。

　5）海士乃塩ブランド化
　そして次に、塩も作り始めました。海士町は四
方海に囲まれているので、塩を作って首都圏に出
荷しています（スライド25、26）。

　6）海士の本氣米　
　　「島生まれ、島育ち、隠岐牛」、「いわがき
　　春香」の恵みによる島のこしひかり

　今まで説明した全ての施設は、町が独自に造っ
て町が直営で運営しています。田んぼがたくさん
あるのでお米も作っています（スライド27）。岩
ガキの殻を粉砕して田んぼに撒き、隠岐牛の堆肥
を田んぼに返して、海士の特色ある米作りを行っ
ています（スライド28）。銀座の三越では、 1 ㎏
1800円という普通の米の約 4 倍近くの単価で販売
してくださっております。この表は、今説明した
いろんな産物が、どれだけ販売高があって販売個
数が伸びているかを示しています（スライド29）。
非常に順調に伸びております。

Uターン・Iターンの若者の改革
　こうした改革が、どのようにして行われたのか
ということですが、私たちの意思もありますが、
多くのUターン・Iターンの若者たちが島に入っ
てきて、これらの若者がチャレンジしてくれまし
た（スライド30～31）。例えば、さざえカレーの
開発も、外から来た若者の「これは面白い。やろ
う。」という声で、できあがりました。お茶、ふ
くぎ茶というのですが、この開発も外部から来た
若者が行いました。

ナマコ加工への挑戦を支援
　たくさん採れるナマコを中国に輸出したい、加
工施設が必要だという若者に対し、町は 7 千万円
を投じて必要な加工場を建てました。これにも多
くの住民が反対しました。全く関係ない外の若者
に何故大事な税金を数千万円も投じるのかという
意見でしたが、これに対しても前の町長が説得し、
成功すれば全ての漁師の所得向上につながるとい
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う考え方から島民は最終的に賛成をしてくれまし
た。

教育改革
　教育改革にも外から入ってきた若者が活躍して
くれています。農業や畜産に関しても、多くの若
者が島に入ってきて頑張っております。観光もそ
うです。テレビ局を立ち上げたのも外から入って
きた若者たちです。日本の大企業の社員研修を海
士町の離島で行っているケースもあります。人材
育成業も都会から入ってきた若者が島で頑張って
下さっています。

　人口2,300人くらいのこの島に、新しい企業な
どできるはずもないと思っていましたが、この島
に今や多くの若者が入って会社が立ち上がり、コ
ミュニティが豊かになっています（スライド32）。
島は、地域資源の魅力化から人づくりの魅力化、
教育の魅力化を掲げて地域づくりを進めようとし
ています（スライド33）。島に唯一県立高校があ
るんですが、少子化から廃校寸前のところまで追
い込まれました（スライド34）。島に教育施設が
ないとみんな島から出て行ってしまいます。意欲
のある生徒を全国各地から呼ぼうと島留学と銘
打っていろんな取組みを行いました（スライド
35）。今や新入生の 5 割は島外から来ています。
北海道から鹿児島まで、たくさんの生徒さんが集
まって来て進学率も高くなってきました。（スラ
イド36）生徒数はV字回復しましたし、全学年 2
クラス化が実現しております（スライド37）。

地域活性化のカギは
　こうした取り組みを続けてきた結果、この約14
年間で島に外から624人が入ってきて、428世帯が
増えました。日本の離島の中でもこんなに移住者
が増えたのは海士町だけではないかと思っていま
す。地域活性化、地方創成に取り組む姿勢としま
して、私たちが大事にしているのは、自分たちの
地域は自ら守り、地域の未来は自ら築くという考

え方でございます。それが自治の原点であると。
そういうことを思わざるを得ない島民の危機の共
有が大事ではないかと思います。島にある資源を
磨き、島の個性を最大限に活かす、あるものを活
かすという考え方でございます（スライド38）。

　地域の活性化の源は「交流」にあります。異質
なものを取り入れ、多様性を持って互いに変化し
て成長し続ける、こういうことが大事だと思って
います。若者、よそ者、馬鹿者が連携すれば地域
は必ず動く。とにかく動かなければ何も変わらな
い。そして、最後に地域活性化、地方創成の究極
は人材育成と人材の定着であり、地域づくりは人
作りだと思っています。

タグボート―これからは地方の時代
　これまで海士町のような末端の地方の過疎地域
はただひたすら東京を見ながら、そして日本は、
大国の米国を見ながら（スライド39）。高度経済
成長の時代は、地方はついていくのが精一杯でし
たが、これからは180度方向転換をして、小さく
ともキラリと光ればやがて東京も大国も引っ張っ
ていけるのではないか（スライド40）、そんな思
いで地方はタグボートの役目をしながら地域づく
りを行っていく（スライド41）、こういう時期に
来ているのではないかと思っています。

自立・挑戦・交流・継承・団結
　「ないものはない」という町の、島のスローガ
ンがございます（スライド42）。都会には便利な
ものが沢山あります。私たちの島には、そういう
便利なものはなくてもいい。都会には無い、生き
るために大切なものが島には全部ぎっしり詰まっ
ている（スライド43）。「ないものはない」には、
2 つの意味がございますが、こういう考え方を非
常に大事にして、これからも地域づくりをしてい
きたいと思います。国が市町村合併を押し付けて
きた時は本当にピンチでしたが、ピンチをチャン
スと捉え、離島のハンディキャップをアドバン
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テージにして、いろいろな取り組みを日本各地で
行っておりますが、私たち海士町の特徴は官民一
体、地域一体で島づくりを行っている（スライド
44）、コミュニティが海士町の成長につながって
いるということです。私は、今年町長に就任しま
した。今まで説明した改革は前町長と共に15年
やってきました。私たちは「自立・挑戦・交流・
継承・団結」、心一つにみんなで引っ張る島づく
りをやっていく（スライド45）、これが今一番大切
なキーワードではないか、私たち島民が大事にし
なければならないところではないか、国がどんな
立派な制度を用意したとしても島に住む人が心一
つにして一致団結して町づくりを行わなければ町
づくりはできないというふうに思っています。

　こうした機会を得て島嶼国の皆さんと意見交換
ができますことを、大変ありがたく思います。今
日は一日短い時間ではありますが、しっかりと勉
強させて頂いて私たちの島でも活かしてまいりた
いと思います。どうぞよろしくお願いいたします。
ありがとうございました。

■質疑応答

山下大東文化大学教授：
　たくさんの異なる挑戦をなさってきました。教
育、岩牡蠣、さざえカレー、その中で失敗した挑
戦もあるのではないかと思います。今日見せて頂
いたプレゼンは成功事例でしたが、どれだけの挑
戦をなさって、また成功の率はどのくらいだった
のでしょうか。

失敗の定義とは

大江町長：  取り組んでいる事例は説明したとお
りでございまして、失敗した事例は今のところご
ざいません。私たちの気持ちが冷めた時が失敗で
す。失敗しそうなステージは、これまで何度もあ
ります。あきらめようと思った時が失敗に繋がる

んであって、いろんな局面でチャレンジをし続け
ています。だからこそ最初に申し上げたとおり、
成功事例ではなくて挑戦真っ只中の現状であると
いうふうに捉えていただければ良いと思います。
失敗ではない。挑戦中でございますということで
ご理解いただければと思います。

離島の実態と海士町

小林太平洋協会理事長：
　たいへん素晴らしいプレゼンテーションありが
とうございました。日本にも離島はたくさんあり、
同じ様な問題を抱えているところが少なくありま
せん。そうした現状を知らない日本の途上国開発
専門家が島で指導したり、コメントしたりするこ
とが多いため、あまり役に立たないこともけっこ
うあるようです。普段からそう思っていたので、
今日のプレゼンテーションは、とても素晴らしく
感じました。今海士町の人口は今2,300人くらい
になってしまったが、以前は7,000人くらいだっ
たとのことですが、この島が衰退していく以前に
人々は、どういう状況で暮らしていたのでしょう
か？太平洋の島の場合は、生存レベルでは、とて
も豊かなところが多かった。海士町も、いわゆる
生存レベルの経済で言えば豊かだったのか、それ
とも極貧だったのか。伝統的な生活はできていた
けれど、日本中が近代化されていく中で、産業も
育たずに昔ながらの生活に満足できないと思う
人々が多くて、人口が減っていったのか？もとも
との生存レベル経済の状態がどうだったのか、そ
このところをお聞かせください。

志を果たしにUターン

大江町長：  生存レベルは7,000人住んでいたから、
その時代は時代で良かったと思います。人口減少
の一番の理由は、高度経済成長で首都圏に人材を
奪われたということです。競争が激しくなると、
島ではなかなか暮らしていけない。島にはいろん
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なハンディがあるので都会へ出ようと、島の教育
もほとんどの方々が島の外へ追い出す教育だった。
島から出ていく教育をしてきたわけです。良い大
学に入って、偉い人になって、よい企業や大企業
に入って島に帰ってこなくてもいい。全国の過疎
地域がそういう教育をしてきたと思います。その
結果今がある。今2,300人ですが、もし何もして
いなければ、人口を予測する研究所の発表による
と、海士町は平成30年には、1,900人になってい
るだろう。ところが実際は2,300人で、400人オー
バーです。ほとんどの他の地域は予測したとおり
に減っている。海士町の場合は予測より400人多
いので、それだけ頑張っているんだろうと理解し
ています。生存レベルは7,000人くらいいけると
思いますが、今なかなか増やそうと思っても難し
いので、2,300人を大きくオーバーするというよ
りは、人口ピラミッドで言えば、若者の層を如何
に増やしていくかが大事です。日本の唱歌の故郷

（ふるさと）にあるように、遠くで故郷を懐かし
み、いつか志を果たして帰るというような、東京
で一旗あげて定年になると島に帰ってくるという
文化があるが、そうではなく、志を果たしに、

「果たして」からではなく「果たしに」島に帰っ
てくるという若者のＵターン政策を進めていく必
要があるなと痛感しております。

依存から抜け出すためのヒント

Glen Joseph局長（マーシャル代表）：
　　　　　　　　　　　大江町長、私たち太平洋

島嶼国にとって大きなイン
スピレーションを与えて下
さるお話を本当にありがと
うございました。こうした
成功事例を国に持ち帰りた
いです。日本の事情と私た
ちは少し違うかもしれませ

んが、町長の仰ったこと全てに同意致します。
　人口の問題は、全ての島で同じ状況だと思いま

す。米国、豪州など、より発展した国に行って、
そこでより知識を得て自国の発展に繋げなければ
いけないのが今の状況です。発展という意味で、
依存度というのは高いまま保たれてしまいます。

　ですから、先ほどタグボートのスライドを示し
て頂きましたが、これはアメリカにみんなが従お
うとしているのが180度方向が変わる、島国が道
を切り開いていく、私たちに大きな希望を与える
ものだと思います。

　同じ離島でも、社会的・経済的・政治的にそれ
ぞれ状況は違いますが、同じ所を目指したいと思
います。米国、豪州など経済大国への依存のサイ
クルからいかに抜け出すか。そのサイクルは、壊
すことはできないかもしれませんが、自分たちの
自然資源を活用することで、そのポイントに達す
ることはできるかもしれない。それが出来た海士
町に心からお祝い申し上げたいと思います。そし
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て大きな閃きを我々に与えて下さったことに心か
ら感謝申し上げたいと思います。

島民が心ひとつに

大江町長：  先ほどから何遍も言いますけど、本
当に成功事例じゃなくて、大事だと思うのは、島
民一人ひとりが心ひとつに団結していくことでは
ないかなと思います。
　これを作りあげるために、町長として島民にど
う呼び掛けて、そして島の皆さんと一丸となって
島づくりをしていくか、これが私の大きな仕事だ
と思っています。これさえできていれば色々なこ
とに挑戦していけるのではないかなと。たまに
ちょっと一休みしたくなることがございます。で
も、たぶん一休みするとまた昔に後戻りなんだろ
うなあと思いまして、休むことなく、とにかく島
民と心ひとつにしてさえいれば、毎日が楽しくて、
生き生きとして、喜んで人生を送れるのではない
か、そんなコミュニティを醸成していきたいなあ
と思っております。

スライド

1

隠岐諸島 

全国６,８５２島 
有人島：４２２ 

2

約６０km 

隠岐諸島 

島根県 

島の交通 
 
本土から高速船で約1時間、
フェリーで約２～３時間。 
 
冬場は季節風が強く吹き荒
れ、船が欠航して孤島化す
ることも珍しくなく、地理的ハ
ンディキャップは大きい。  

3

隠岐の島町 
約14,000人 

西ノ島町 
約2,900人 

知夫村 
約600人 

海士町(中ﾉ島) 
約2300人 

海士町 
 
日本海の島根半島沖合
約60Kmに浮かぶ隠岐諸

島の中の一つ中ノ島を
「海士町」といい1島1町の
小さな島。（面積33.46ｋ㎡、
周囲89.1㎞）  
 
1963年 大山隠岐国立公園指定 
1985年  ｢天川の水｣日本の名水百選指定 
1997年 海域公園指定（環境省） 
2009年 日本で最も美しい村連合加盟 
2013年 【隠岐】世界ジオパークに認定 

 

どうぜん 

島前 

 

どうご 

島後 

 隠岐諸島 

4

半農半漁の島 
 

対馬暖流の影響を受けた

豊かな海と、名水百選に

選ばれた豊富な湧水に恵

まれ、自給自足のできる

半農半漁の島。 

5
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御食つ國 海士 
 

平城京跡から隠岐國・海

士の「干しアワビ」等が献

上されていたことを示す

木簡が発見される。 

※御食つ國：朝廷に海産物を中心とした御食料を貢いだと推定される国。 

6

6,986 

6,678 

6,160 

5,145 

4,257 

3,809 
3,537 

3,339 
3,119 

2,857 
2,672 2,581 

2,374 2,353 

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

昭25 昭30 昭35 昭40 昭45 昭50 昭55 昭60 平2 平7 平12 平17 平22 平27

人口の推移（国勢調査より） 

戦後、約７,０００人いた人口は、 
６０年間で３分の１に。 

H27年 

２,３５３人 

7

0

2

4

6

8

10

12

14

16

H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

億円 海士町の基金残高の推移 

行財政改革 やるぞ計画 
（H11年度～15年度） 

地財ショック 

当時のシミュレーションでは、平成２０年度には 
確実に「財政再建団体」へ転落の危機が予測された。  

H２０年度 
財政再建団体に！？ 

◆国の経済対策に呼応した公共事業への投資で社会資本は整備された・・・・
・・（離島振興法） 

◆その結果、住民の暮らしは改善されたが、一方で体力以上に膨らんだ地方債 

●平成13年度末約101.5億円ピーク） ●平成15年度末約95億円 

8

人口減少 
超少子高齢化 

超財政難 

この島の現状は日本の未来 

島は社会の縮図 
島に日本の未来を創るヒントがある！ 

9

覚悟の単独町制を決断 
平成の「大合併の嵐」が吹く中で、H１５年１２月任意合併協議会を解散。 

 「自分たちの島は自ら守り、島の未来は自ら築く」 

という住民や職員の地域への「誇り」と「気概」が、「自立への道」を 選択させた。 

※それは自治の原点である。  

自立促進プランを策定 

10

 
自立への挑戦 
生き残りをかけた「守り」と
「攻め」の両面作戦を展開 
 
自立促進プランに基づき、行財政改革を大
胆に実行し、「守り」を固める一方で、「攻め」
の方策として、新たな産業創出（雇用創出）を
強力に推進する。 

11

生き残るための 
｢守り｣の戦略 

 自らの身を削らない改革は 

 支持されない 

過去に例のない徹底した 

行財政改革の断行 

12
生き残るための｢守り｣の戦略 行財政改革の断行 

自らの身を削らない改革は支持されない！ 
人件費の削減効果（H17）約２億円。 

給料・報酬カット 
 

三 役    ▲50％～40％ 
職 員    ▲30％～16％ 
 
平均22％▲、 
ラスパイレス指数72.4 
→日本一給料の安い公務員に！ 

 
議 員    ▲40％ 
教育委員  ▲40％ 
区 長    ▲10％ 

給与・報酬カットによって 
 

・老人クラブ等－バス料金値上げ、 
            補助金返上 
 
・各種委員－日当減額申し入れ  
 
・給与カットの一部で 
 「子育て支援」を後押し 
 →出産祝金、保育料無料化等 
  人件費の5%を目的化 
   

13
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参考 子育て支援条例 

議員・職員などの給与カットで、 
子育て支援の財源を賄う。 

１、結婚 
  祝金 

結婚後、海士町に在住し、引き続き定住の意志を持つ者 

支給額 １００，０００円（１人５０，０００円）１人１回限り 

２、 
すこやか 
祝金 

海士町に在住し引き続き定住の意志を持つ者が出産した時 

 
 
 
支給額 

子どもの数 支給額 

１人目  １００，０００円 

２人目 ２００，０００円 

３人目 ５００，０００円 

４人目以上 １，０００，０００円 

３、妊娠・
出産、子
供の通院
に係る交
通費等助
成 

妊娠中の定期検診 ・１回当たりの交通費 
・宿泊費 
・健診費 

町外出身者の里帰り出
産 

不妊治療のために通院 

18歳以下の子どもの精
密検査等に係る通院 

４、保育料軽減  
５、チャイルドシート購入費助成  
６、転入児童生徒等奨励金 
７、乳児医療 

ここここここここここここここここここ

14

生き残るための 
｢攻め｣の戦略 

島の新産業創出事業により、加工産業を軸とした雇用創出 

・地域再生計画の認定（H16,H17,H21,H25） 

・構造改革特区の認定（H16） 

・農商工連携88選認定（H20) 

島まるごとブランド化 

一点突破型 産業振興策 

15

16

０２ 
全国初の養殖化に成功！ 

いわがき春香 

17

３年の歳月をかけ、丹念に育てられる。 
築地では最高値！ 
首都圏オイスターバーでも大ヒット！ 

18

０３ 
鮮度・流通に悩む、離島ハンデを克服。 

自治体初! ＣＡＳシステム導入 

19

細胞を破壊しない新冷凍技術ＣＡＳを導入 
ＣＡＳ凍結センターＨ１７年度稼働 
 

20

いわがきグラタン ひおうぎ貝ドリア 

海鮮フライ イカのゲソ・耳から揚げ 

新商品 開発！ 

21
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０４ 
島生まれ、島育ち 

隠岐牛のブランド化 
建 設 業 か ら 農 畜 産 業 へ 異 業 種 参 入 
（構造改革特区導入～農地法規制緩和）） 

22

ミネラル豊富な放牧地で育ち、 
病気に強い、幻の黒毛和牛。 

23

ＰＲ活動 

東京食肉市場関係者との 
品質向上研修会を実施 

東京食肉市場関係者を 
招いて産地で研修会 

首都圏高級スーパーでの 
ＰＲイベント エバラ食品との連携 

市場関係者との 
信頼構築 

24

０５ 
原料は保々見湾の海水のみ 

海士乃塩 

25

海士御塩司所。伝統の「塩」づくりが 
若者によって復活。継承される技。 

26

０６ 
海士の原風景を守るために 

海士の本氣米 

27

「島生まれ、島育ち隠岐牛」と「いわがき春香」の 
恵みで育てた 島のこしひかり 

28
一点突破型 産業振興策 これまでの成果 

初年度に比べ、どの産業も 
販売高や雇用者数が着実に増加。 

産業 項目   初年度   Ｈ２９年度 

いわがき 
春香（H14～） 

販売個数 61,000個 572,000個 

販売高 15,000千円 127,100千円 

雇用者数 
※パート含む 

13人 21人 

農水産物直売所 
関連施設  
（H14～）※塩含む 

販売高 125,000千円 154,700千円 

雇用者数 
※パート含む 

12名 20名 

ＣＡＳ 
商品（H17～） 
 

販売高 27,000千円 194,320千円 

雇用者数 
※パート含む 

18名 25名 

隠岐牛（H18～） 
※肥育牛のみ 

 

販売高 55,000千円 260,000千円 

雇用者数 
※パート含む 

6名 12名 

⇒ 

⇒ 

⇒ 

⇒ 

⇒ 

⇒ 

⇒ 

⇒ 

⇒ 

⇒ 

29
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若者・よそ者・バカ者が 
島おこしの起爆剤 

30

若者たちの挑戦 
～自らステージを創る～ 
頭角を現すリーダー達 

31

人づくりからのまちづくり 

教育の魅力化×地域の活性化 
隠岐島前高校魅力化プロジェクト 

32

20

30

40

50

60

70

80

Ｈ９ Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ 

地域唯一の高校の存続の危機 
入学者が12年間で約３分の1（77人→28人） 

人 

島前高校への入学者数の推移 

33

全国から意志ある多彩な脱藩生を募集 
「異文化・多様性」を持ち込み活性化させる 

未来を創る 

34

新入生の５割が島外から入学 
東京、京都、東北やドバイなどから 

進路や卒業後の動きにも変化 
40人中2人⇒39人中13人が早・慶、国公立大等など 

キャリア教育連携推進表彰（経産省・文科省）受賞 
プラチナ大賞（総務大臣賞）を受賞 

35

145

139

125

115

103

89
91

95

106

130

140

156
160

180
184

70

80

90

100

110

120

130

140

150

160

170

180

190

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

島前高校の生徒数の推移 

超少子高齢化の地域で異例の 
生徒増・学級増・教職員増・部活増 

36

37

交流 ヨソモノ・若者が持っているもの、求めているもの 

都市や海外との交流を通じて海士ファン急増。 
起業も増えてきている。 

 
 

・（株）隠岐牛企画 
 （隠岐牛店）［H20.4］ 
 

・（株）島ファクトリー 
 （旅行業・リネンサプライ）［H25.4］ 
 

・（一財）島前ふるさと財団 
 （学習塾）［H26.3］ 
 

・（株）海士伝報堂 
 （翻訳、メディア）［H26.11］ 
 

・（同）隠岐アイランズメディア 
 （放送メディア）［H27.3］ 
 

・㈱宇野 
 （宿泊業、農林水産加工業）［H28.2］ 
 

・㈱海士パワー 
 （発電事業）［H28.8］ 
 
 
 
 
 
 

集落・グループ・個人 
 

・崎 （梅干GL）［16.11］ 
 

・知々井 （塩辛GL）［H17.12］ 
 

・豊田 （干物GL）［H20.1］ 
 

・さくらの家（ふくぎ茶）［H18.11］ 
 

・大漁（漁協干物GL）［H23.3］ 
 

・島のねーさん（菓子工房）［H27.3］ 

 

法人経営 
 

・（有）隠岐潮風ファーム 
 （畜産）［16.1］ 
 

・隠岐事務センター 
 （情報システム管理）［H16.4］ 
 

・（株）ふるさと海士 
 （地場産商品化・販売）［H17.3］ 
 

・海士いわがき生産（株） 
 （いわがき養殖・販売）H18.10］ 
 

・（株）たじまや 
 （干しなまこ加工・販売）［H19.6］ 
 

・（株）カズラ 
 （散骨葬送）［H19.6］ 
 

・（株）巡の環 
 （メディア・新たな公）［H20.1］ 

 
 

・（株）隠岐桜風舎 
 （離島キッチン、商品開発）［H29.4］ 
 

・（株）まきはた 
 （畜産業、農林水産加工業）［H29.5］ 
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地方創生に取り組む姿勢 

 

• 自分たちの地域は自ら守り、地域の未来は自ら築く！ 
   （それが自治の原点。危機意識の共有。） 
 

• 島にある資源を磨き、島の個性を最大限に活かす！ 
   （あるものを活かせ。） 
 

• 地域活性化の源は「交流」に有り！ 

 （異質なものを取り入れ、多様性をもち、互いに変化し成長する。） 
 

• 若者・よそ者・馬鹿者が「連携」すれば地域は動く！ 

    （とにかく動く。動けば必ず変わる。） 
 
• 地方創生の究極は、人材育成と人材の定着化！ 

   （地域づくりは人づくり。） 

 

最後尾 

アメリカ 

明治～高度成長期イメージ 

日本 東京 

大阪 
島根 

海士町 

最後尾から最先端へ 
持続可能社会へのタグボートへ 

 

アメリカ 

これから 

日本 東京 

大阪 
島根 

海士町 

島・地方から日本の未来を 
変えるモデルづくり 

 

アメリカ 

これから 

日本 東京 

大阪 
島根 

町 

海士町 

村 

最先端 

海士町のモットー ( 処 世 訓 )  

便利なものはなくてよい。 

生きるために大切なものは 

すべてここにある。 

 
Ｈ２３．８月 

ピンチはチャンス！ 
ハンディキャップを 
アドバンテージに！ 

官民一体！ 地域一体！ 

自立に向けた挑戦に終わりはない！これからが正念場。 
引き続き、ご支援、ご指導のほど、よろしくお願い申し上げます。 
ご静聴ありがとうございました。 

自立・挑戦・交流 
継承・団結 

～心ひとつに！みんなでしゃばる島づくり～ 
（みんなで引っ張る） 
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嶋本調査役：
　公益財団法人海外漁
業協力財団事業部調査
役の嶋本州和です。本
年度から始まりました
地域水産物新規流通発
掘調査事業について、

事業の概要及びこの半年間の事業の進捗を紹介し
ます。発表の内容は四点です。一つ目として実施
目的とスケジュール、二つ目に事業の仕組み及び
運営委員会として機能している支援委員会の紹介、
三つ目にこれまでの進捗状況の報告、最後四つ目
に今後の予定について触れさせていただきます

（スライド 2 ）。

　5-1 実施目的とスケジュール
　これまで財団は、漁船、漁具、クーラーボック
ス等の資機材供与を伴う沿岸漁業開発、水産加工
のプロジェクトを実施してきました。対象国の水
産物のマーケティングに特化した取り組みは、こ
れが初めてとなります。既に島嶼国で漁獲の実績
のある水産物について、対象国の国民が自国の水
産資源の利用を通じ、より潤うことができるため
にはどうすれば良いかを追求する事業として、水
産庁が新たな予算を確保して、財団が事業を受託
して実施することとなりました。対象となる市場
は日本である必要はありません。調査対象国の希
望、施策といったものに応じて柔軟に対応する方
針です。この事業そのものは、可能性調査という
位置づけであり、加工場の整備や資機材の供与と
いったものは行いません。しかしながら、将来的
には、本事業の結果として蓄積される様々な知見、
提言というものが他の技術協力スキームと共有さ
れて対象国の沿岸漁業振興に繋がることを期待し
ています（スライド 3 ）。実施期間は 1 年間です。
　原則としましては、 1 年間に 2 か国、それぞれ

５． 財団新規事業
地域水産物新規流通発掘調査事業の紹介

の国で 2 から 3 回の現地調査を計画しています。
本年度の対象国は、パラオとパプアニューギニア

（PNG）です。対象となる水産物が絞り込まれれ
ば、加工品の試作品を作ったり、対象国内のみな
らず、日本を含む他の国で試作品を紹介したりす
ることもできます。輸入や販売を行っている会社
にサンプルを送ることにより、より現実性のある
提案をすることも可能です。また、対象国内での
加工や流通の課題を専門家が洗い出して改善する
ことによって、収益性を向上させることができる
ケースもあるかと思います。あるいは、海外で求
められている水産物が輸出されないまま埋もれて
しまっているというケースも考えられます。こう
いった事例を発掘するということを想定している
事業です（スライド 4 ）。

　5-2 支援委員会
　この事業の方針を決定するため、水産物の加工、
流通、経済といった分野に詳しい有識者の方 6 名
で構成される支援委員会を設けています。支援委
員会のメンバーは、調査活動にも参加し、その結
果を支援委員会で協議し、対象国に対してどのよ
うな提言をしていったらよいか、また、今後の日
本の支援にどのように反映させていったらよいか、
ということを検討します。また、試作品の開発も
想定しているため、調理・加工を行う技術者の投
入も計画しています。（スライド 5 ）
　これらさまざまなフィールドのスペシャリスト
の力を借りて、それぞれの国の産物の種類に応じ
て柔軟に対応できるものと考えております（スラ
イド 6 ）。

　5-3 これまでの進捗状況　パラオ
　本調査事業は、開始後半年しか経っていません
が、今年度の進捗について報告させていただきま
す。スライドにありますとおり、パラオ及び
PNGでの現地調査、並びに沖縄での市場調査、
それから 2 回開催された支援委員会という四点に
なります（スライド 7 ）。
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　まずは、パラオの現地調査から説明させていた
だきます。地図でパラオの位置と訪問先を示して
います（スライド 8 ）。 7 月上旬、 4 日から10日
にかけて、パラオのコロールをベースにして、本
島の水揚地二カ所を含む調査を行ってきました。
上部真ん中の写真は、コロールにあるパラオ海洋
資源局で局長を含む担当者の皆さんと打合せを行
い、事業説明を行っているところです（スライド
9 ）。水揚地では、このようなかたちで生きてい
るナマコが販売されていました。下左の写真は、
港に程近い、小規模の販売所で、マングローブク
ラムなどの、地元で流通している水産物のサンプ
ルを入手しているところです（スライド 9 ）。下
の真ん中の写真は、入手したサンプルをコロール
市内のレストランで日本風に料理してもらい、試
食しているところです（スライド 9 ）。この時に
ホシカイワリという魚を刺身とてんぷらにしても
らった他、ナマコ酢、マングローブクラムの酒蒸
し、アイゴなどのリーフ魚の煮物などがこのテー
ブルに並んでいます。最後の右下の写真は、コ
ロール市内で日本食レストランの日本人オーナー
シェフにパラオ国内での水産物とその流通事情に
ついて、インタビューしているところです。この
シェフから説明のあったマングローブクラムが、
調査団には最も評判が良かったものでした（スラ
イド10）。
　現時点の暫定的なものではありますが、この調
査結果を踏まえた対象となる候補産物と今後の活
動案を紹介しておきたいと思います。

　シャコガイ

　一つ目はシャコガイです。パラオはできるだけ

餌を使わないで済む無給餌養殖に力を入れていま
すので、そのようなパラオの水産政策に合致する
水産物として、シャコガイにフォーカスを当てて
います。シャコガイの国内流通の促進、輸出に必
要な加工品の開発は、パラオにとっても本事業に
とっても適切なチョイスだと考えております（ス
ライド10）。

　マングローブクラム

　二つ目については、マングローブクラムです。
今回の調査参加者には最も評判が良かった、食べ
てみて美味しかった産物です。ただし、既に十分
に資源が利用されているという可能性があります
ので、本事業の対象にするには、資源管理が適切
に行われていることが前提になります。そのため、
現時点ではマングローブクラムの成分分析を行っ
て、日本への輸出を検討する際に、参考となる情
報を収集することが適切なのではないかと考えて
おります（スライド10）。

　今回の調査では、直接見てはいないのですが、
海ぶどう（green caviar）とかモズク（Mozuku 
sea weed）といった海藻類も餌が不要な無給餌
養殖による産物なので、日本を市場と考えた場合
に輸出産物の候補になると考えます。こちらにつ
いても、資源とか養殖の管理が適切に行われると
いうことが前提になると思います。

　消費者とのコミュニケーション不足
　水産物の生産者側の立場にある北部漁協とホテ
ル、レストランといった消費者側と両方にインタ
ビューしたのですが、パラオのケースですと、生
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産者側と消費者側の両者間でほとんど情報交換が
なく、実は、鮮魚、シャコガイに関する消費者側
の需要が満たされていない状況にあることが分か
りました。パラオで最も積極的、自主的に水産振
興に取り組んでいると考えられる北部漁協の活動
について、消費者とのコミュニケーションを促進
することによって、パラオ国内での水産物流通を
活性化するということは、この事業の趣旨に合致
しており、パラオの地域振興にも貢献する可能性
があると考えています（スライド10）。パラオに
ついては以上です。

　5-4 これまでの進捗状況　PNG
　続きまして、PNGでの現地調査について報告し
ます（スライド11）。7 月下旬に調査を行いました。
地図でPNGの位置と訪問先を紹介しています。今
回は、最初ということもありまして、ポートモレ
スビーをベースとしてその周辺の調査を行いまし
た。具体的には、ポートモレスビーにあるコキ・
フィッシュマーケット（スライド12）、近くにあ
る路上市場、また、いくつかの漁民の集落を訪問
し、漁業生産の状況を調査してきました。コキ・
フィッシュマーケットでは、このマーケット自体
が漁場に非常に近いということもあり、日本でも
ほとんどお目にかかれない程のすごく鮮度の良い
魚が売られていました（スライド12）。
　PNGに関する暫定的な対象候補産物、または
その対象となる活動の案を三つ挙げております

（スライド12）。

焼きウニ
　一つ目は、写真で見にくいかもしれませんが、

バナナの葉っぱでウニを巻いて蒸し焼きにした焼
きものです。魚と比べてかなり安い値段が設定さ
れていまして、日本に持ち込めば、かなり高い値
段で取引きされる可能性があるのではないかとい
うことで候補に挙げております（スライド12（1））。

貝類
　二つ目はマガキガイ（Strawberry Lipped Conch）、
という巻貝です。それと二枚貝であるサトウガイ

（Bloody clam）、こういった貝類も低価格で、しか
も鮮度が良い状態で販売されておりました。活貝又
は種類によっては現地で茹でて冷凍するとかそう
いった処理を施すことによって、輸送が可能になる
と考えられます。しかしながら、こちらにつきまし
ても注目される商品になってしまえば、短期間で乱
獲状態に陥ってしまい、現地に資源問題をもたらす
ということも考えられます。従いまして、対象とす
る場合には、資源管理も一緒に検討する必要がある
と考えております（スライド12（2））。

大量漁獲種の魚の加工等
　三番目は、魚のなかにも比較的安い値段で流通し
ているものがありますので、新しい調理法とか簡単
な加工を施して付加価値を付け、国内流通を促進し
てはどうかと考えています。具体的には、大量に漁
獲されるメアジを対象にすることを考えています。
PNGについては、以上です（スライド12（3））。

沖縄市場調査–可能性
　次に沖縄で実施してきた調査の説明をいたしま
す。パラオとPNGの調査から戻りまして、今後
の方針について支援委員会で検討しましたところ、

モズク海ぶどう
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やはり太平洋島嶼国に気候とか風土が似通った沖
縄という場所において調査しておくべきであると
いうことで、市場調査を実施しました。対象国と
まったく同じ、又は近い種類の商業種、水産対象
種の流通実態を調査して、沖縄での受入れ可能性
を検討するために行ってきました。今月の 1 日か
ら 3 日にかけて 4 名の支援委員と一緒に沖縄に
行ってきました（スライド13）。

　スライド13の左上の写真は少し見にくいですが、
島嶼国と同じような、熱帯系の魚が並んでいます。
上の真ん中の写真は小売店で、熱帯の魚と貝など
の刺身が売られています。上の右側の写真は、マ
グロのサイコロステーキをその場で料理して売っ
ていたので試食しているところです。下の左側の
写真は、市内の公設市場で、その隣、実際に食べ
てみようと、大きさ 2 キロくらいのヤコウガイの
刺身を試食してみたところです。沖縄の人は刺身
が大好きなので、食用のシャコガイについても、
生きたまま流通しています。沖縄本島から少し離
れたところの石垣島についても調査を行っている
ものです（スライド14）。上の左の写真は、漁協
の関係者の方に集まっていただき、現地での漁業、
水産物の流通事情について聞き取りを行ってきま
した。マグロの延縄漁業者が多かったのですが、
石垣島は沖縄本島からも東京からも離れていて、
マグロの価格もどうしても低くなってしまうため
に、延縄漁業者の皆さんは、その多くはソデイカ
漁も一緒にやっていて、収入を補っているという
お話でした。ここには写真が出ていませんが、モ
ズクの養殖も非常に盛んです。この時はもう収穫
が終わっていましたので、実際に養殖していると
ころは見ていないのですが、モズクの養殖の方が
安定しているということで、釣り漁業から養殖に
シフトしている漁業者の方も多いそうです。

　刺身以外で現地で人気のある魚介類の食べ方は
天ぷらで、地元のスーパーでは盛り合わせがパッ
クになって売られています（スライド14上中の写

真）。上の右の写真は魚市場です。この日は天気
が悪くて水揚げが少なかったのですが、売られて
いる魚は皆さんに馴染みが深い魚だと思います。
今回の調査で、非常に興味深かったのは、海ブド
ウとモズクの養殖です。モズクも沖縄での生産量
が非常に多いのですが、モズクの養殖というのは
海面養殖が必要で、それに必要なネット等の他、
そもそも種苗生産の技術も必要です。一方で海ブ
ドウはネットに挟んだ株から生えてくる芽が育っ
たら、それを摘み取るだけという育て方をします
し、単価もモズクより高いということで、沖縄の
気候であれば一箇月程度で出荷サイズになって、
年間十回も収穫できるという話も聞いてきました。

　下の真ん中の写真（スライド14）はシラヒゲウ
ニです。海ブドウの商品にならない切れ端を飼料
としてウニを試験的に養殖している写真です。沖
縄で聞いた話で一つ大事な点があります。沖縄県
の漁業関係者、漁連の関係者の方々に、パラオと
PNGでの調査結果を説明したところ、沖縄では、
観光客の増加と沿岸資源の枯渇が同時に起こって
いまして、水産物が慢性的に不足しているという
状況にあるということです。太平洋島嶼国の海産
物を沖縄で流通するということについては、市場
に悪影響を及ぼすということではなくて、中長期
的に見れば、供給の安定化に資するということで、
市場関係者の方からも強い興味が示されました。

　5-5 今後の活動予定
　最後に、これから実施する予定の活動を簡単に
紹介します（スライド15）。一つ目に日本国内の
市場調査として三陸地方で調査を行います。11月
下旬に台湾で国際シーフードショーが開催され、
パラオの皆さんが出店されると聞いておりますの
で、そちらの支援を行うことを計画しています。
また、加工試験と更なる現地調査を計画していま
す。その後支援委員会も開催して、今年度の報告
書を取りまとめるという流れで考えております。
財団にとっても初めての事業ですが、全力で取り
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組み、皆さんにとっても良い結果を残して、末永
い事業になることを関係者一同が望んでおります。
ご清聴ありがとうございました。

スライド

4 

1. Aim and schedule of the project 

1.2 Schedule 
Single- (fiscal) year project expected to extend for  
two more years 
 
Site visits in selected two countries twice a year 
 
Once candidate products are found, examination of 
processed samples, tasting sessions, sales meetings, 
market research, etc. are possible. 

4

7 

3. What we have done this year 

(1) Site visit (Field survey) in Republic of Palau 
   (Hereinafter referred to as Palau) 

(2) Site visit (Field survey) in Independent State 
     of Papua New Guinea 
      (Hereinafter referred to as PNG) 
(3) A Market Research in Okinawa, Japan 
(4）Two supporting committee meetings 

7

6 

2.2 Supporting Committee 
Prof. Osamu Baba (Chairman)  
   Fisheries Economy Specialist 
   Tokyo University of Marine Science 
              and Technology (TUMSAT) 
Prof. Kazufumi Osako, TUMSAT, Seafood Processing Specialist 
Dr. Masahito Hirota, Fisheries Economy & Marketing  
   specialist, (including sea cucumber), Japan Fisheries  
        Research and Education Agency 
Mr. Masataka Fujiwara, Seafood Specialist,  
        President of a Private Company 
Mr. Yoshinori Hosokawa 
        President of a private company, 
        Marketing specialist 
Mr. Toru Yokoyama, President of a private company, Fisheries     
   Business Consultant, ex- trading official of Sumitomo Coop. 

6

5 

2. System of the project and members 
of Supporting Committee  
 2.1 System of the project 
Fisheries Agency Japan has planned and entrusted the 
project to OFCF, which promote the project with the 
help of “Supporting Committee”. 
In addition to “Supporting                                                              
Committee” members, specialists                                                                 
who should help the project                                                
(e.g. prototyping the goods)                                                   
can be employed as needed. 

5

3 

1. Aim and schedule of the project 
1.1 Aim 
To conduct local surveys aiming at finding out 
fishery products with the potential of international 
or domestic market delivery and to examine the 
possibility of the distribution. 

To contribute promotion of local fishery products and 
acquisition of foreign currencies in the future by 
collaborating with other projects. 

3

2   Outline 

2 

1. Aim and schedule of the project 

2. System of the project and members of 
Supporting Committee  

3. What we have done this year 

4. What we will do  

2

                             

  

 Kunikazu Shimamoto 
Overseas Fishery Cooperation Foundation of 

Japan 
 

Project on 
 Discovering Potential Fishery Products for  

Market Distribution 
 
 
 

1 

1
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8 

Koror 

P
al

au
 

Is
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nd
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Peleliu 

Ngeremlengui 
Ngarchelong 

Australia 

3.1 Site visit in Palau 
on July 4 to 9, 2018 

Map of the sites 

July 4  Arrival at Koror   

July 5  Meeting  with the director of BMR    
July 6    Meeting with BMR 

July 7   Site visit to Ngeremlengui & Ngarchelong  

July 8  Site visit to Peleliu & 

             Interview with a owner of a restaurant 

July 9  Site visit to Northern Reef Fisheries  

             Cooperative in Ngarchelong 

July 10  Departure from Koror 
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Interim candidates of  the 
products or projects in PNG  

(1) Export of steamed sea urchin 
 

(2) Export of raw or frozen shellfish,  
      such as Strawberry Lipped Conch and  Bloody clam                             
 
 
 
 
 
(3) Introduction of Cooking or Processing  
     method which are not  familiar to PNG  
     at present 
  
       

Strawberry Lipped Conch   Bloody clam 

Bigeye scad 
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3.2 Site visit in PNG 
on July 22 to 28, 
2018 

Port Moresby 

PNG 

Indonesia 

Australia 

Source; Google 

Koki 
Hanuabada 

Gaire 

July 22  Arrival at Port Moresby   
July 23  Visit to retailers    
July 24    Meeting with NFR & visit to Koki fish  
              market & Hanua Bada   
July 25  Interview with a restaurant owner 
July 26    Visit to Koki fish market, Porebada,  
              Lea Lea, Gaire 
July 27  Meeting with NFA 
July 28    Departure from Port Moresby 
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4. What we will do  
 

15 

This year 
・ Market research at northern Pacific coast area of  
    Japan 
・ Attending Taiwan International Fisheries & Seafood    
     Show for the market research in Chinese Taipei & 
     the support of Palau planning to attend the show 
・ Trial of processing of interim candidates as needed 
・ Second site visits in Palau and PNG 
・  Third site visit in PNG 
・ Two more supporting committees and annual report 
Next year 
・ Survey missions in a couple of countries selected from 
Pacific Islands Countries including Palau & PNG. 
 
  15
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Candidates of  the 
products for projects in Palau  

(1) Promotion of domestic distribution of 
     Giant clam and development of  
     processed products for export 
                                 (2) Collection of information such as  
                                 component analysis of mangrove clam 
 
 
(3) Export of seaweed  
     such as green caviar  
    and Mozuku seaweed  
 
(4) Support for distribution improvement using the  
    Northern Reef Fisheries Cooperative as a model case 

green caviar  Mozuku seaweed 
Source; Wikipedia 

10
14 

3.3 Market Research in 
Okinawa, Japan 

Packaged tempura of seafood and 
vegetables 

Visit to a fish market in Ishigaki Island 

Cultivation of green caviar  
 

White spine sea urchin which can be 
cultured by leftovers of green caviar  

Washed green caviar 

Meeting with FCA members 

14
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Ngeremlengui 
Ngarchelong 

Australia 

Research activities in 
Palau 

Map of the sites Meeting in Koror Sea cucumber in Ngeremlengui  

Search/get food sample in Ngarchelong Trial to cook/taste the sample Interview with a chef of restaurant 

9
13 

3.3 Market Research 
in Okinawa, Japan 

Fish market in Naha Sashimi of  tropical fish and shellfish 

  Tasting 

Interview with a retailing woman Sashimi of great green turban 
 Live giant clam 

13
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長谷長官：
　皆さん、こんにちは。
水産庁長官の長谷でご
ざいます。出席にあた
りまして一言、ご挨拶
させて頂きたいと思い
ます。
　本日はPALM 8 サイ
ドイベントに参加する

ため日本までお越しくださり心より感謝申し上げ
ます。

PALM8について
　PALM 8 は太平洋島嶼国が直面する様々な問
題について首脳レベルで意見交換を行うことによ
り、島嶼国間の絆を強化し緊密な協力関係を構築
することを目的に1997年から 3 年ごとに日本で開
催されている首脳会議です。
　本年（2018年） 5 月には「繁栄し自由で開かれ
た太平洋に向けたパートナーシップ」という
キャッチフレーズの下、日本、そして島嶼14カ国
など17カ国＋ 2 地域が参加してPALM 8 が福島
県いわき市において開催されました。
　太平洋島嶼国は、その排他的経済水域が我が国
のかつおまぐろ漁業にとって重要な漁場であるこ
とに加え、国際場裡において水産資源の持続的利

６． 来賓挨拶

用の観点から協調してきた我が国にとって極めて
重要なパートナーであります。また、太平洋島嶼
国との関係強化及び持続可能な経済発展を促進す
るため、水産庁は外務省、JICAと連携を図りつ
つ水産分野の無償資金協力や専門家の派遣、研修
を実施しております。

サイドイベントの目的と期待
　本日のサイドイベントは、PALM 8 で採択され
た首脳宣言に謳われた海洋及びその資源の持続可
能な開発、管理及び保全に対する統合されたアプ
ローチの実現に向け、我が国と太平洋島嶼国がど
のように取り組んでいくのかについて検討するも
のであります。
　漁業を通じた地域振興に取り組んでいるパプア
ニューギニア水産公社特別顧問のPitoiさん、日
本における離島振興のトップランナーである島根
県海士町の大江町長からのご講演などを踏まえま
して、パネルディスカッションにおいて皆さま方
と忌憚ない意見交換をさせて頂きたいと企画した
ものでございます。本日の会合を踏まえ、さらに
太平洋島嶼国のニーズに合った漁業協力を展開し
ていきたいと考えているところでございます。
　我が国と太平洋島嶼国は、太平洋という広大な
海域の海洋水産資源を共に利用していく立場にあ
ります。PALM 8 及び今回のサイドイベントの成
果を踏まえ、鯨類を含む海洋水産資源の持続可能
な利用について、太平洋島嶼国との連携が今後さ
らに強化されることを期待するとともに、我が国
漁船の安定的な入漁については特段のご配慮をお
願いしたいと思います。
　遅れて参りましてまたここでお詫びをしなけれ
ばなりませんけれど、どうしてもこの後退席せざ
るを得ないことになりました。パネルディスカッ
ションには私の代役として坂本が参加させて頂き
たいと思っております。なお、本日の夕刻には皆
様を歓迎するためのレセプションを用意しており
ますので是非ご参加下さい。皆様の日本での滞在
が有意義なものとなるように祈念致しまして私の

16 

  Thank you for your attention. 
 
  We really appreciate it if Pacific Islands 
Countries would keep working with us for the 
success of this project. 
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挨拶とさせて頂きます。ありがとうございました。

石川モデレーター：
　モデレーターを務めさせていただく石川です。
さっそくパネルディスカッションに入らせて頂き
ますが、最初に 2 題の話題提供を行い、その後パ
ネラーによるディスカッションを行いたいと思い
ます。それでは最初に全国漁業協同組合連合会の
香取さんに女性の活躍をベースにした日本の事例
紹介をお願い致します。

■話題提供
7-1 地域漁業における女性の活躍

香取調査役：　皆さん、こんにちは。全漁連の
香取と申します。本日はこのような貴重な機会を
頂きありがとうございます。どうぞ、よろしくお

願いします。
　私は、日本各地の漁村での
女性の取組を支援する仕事を
しております。その関係で、
本日は、それぞれの立場で浜
や地域、漁業を活性化するた
めに活躍している漁村女性た

ちの取組みのうち 2 つの事例をご紹介させていた
だきます。

震災を乗り越えて
　一人目は、宮城県のＪＦ宮城仙南支所（亘

わた

理
り

）
水産研究会・会長、木村光子さんの震災復興への
取組み事例です。
　この研究会は1979年 7 月に設立、21人の部員で
活動していました。活動内容は荒浜漁港にある水
産センターで開催される「浜っこかあちゃん市」
と呼ばれる販売イベントで、月 2 回、市場に揚が
る値のつかない未利用資源を活用して加工品を製

７． パネルディスカッション

造・販売し、なかには、開催日には長蛇の列がで
きるほどの大人気商品もありました。
　このように、順調に活動していたところ、2011
年 3 月11日、東日本大震災が発生、状況は一変し、
亘理町も 7 mを超える津波に襲われ、水産セン
ターは全壊、住宅も船も流され、多くの被害が出
ました。
　研究会の部員たちも被災し、家を流された部員
は、仮設住宅などへの移動を余儀なくされ、部員
は半数に激減、一時的に活動休止せざるを得ない
状況となってしまいました。
　特に、とても熱心に「浜っこかあちゃん市」に
取り組んでいた部長が震災で亡くなられて、研究
会は頼れるリーダーと活動拠点、すべてを失って
しまい、副部長だった木村さんが急遽部長に就任
したそうです。
　震災後 2 ～ 3 年は自分たちの家庭のことで精一
杯で、心が折れる寸前まで追い込まれ、活動の再
開も未定だったそうですが、そのような中、 1 人
の部員から「前の部長だったら、『いつまで何
やってんだ！』とか言っているね。」との声で、
皆がハッとし、そうだ！悲しんでばかりもいられ
ないと。この活動がなくなれば魚離れが加速して
しまう！何よりも浜に人が来なくなるかもしれな
い！震災で亡くなった仲間の分まで頑張ろう！と、
気持ちを奮い立たせ、もう一度浜に笑顔を、元気
を取り戻すために、自分たちに今何ができるの
か？話し合った結果、やはり「浜っこかあちゃん
市」を復活させよう！！そして、みんなに元気を
発信しよう！！！という結論に達し、再び立ち上
がりました。
　「浜っこかあちゃん市」を復活するために動き
始めた木村さんたちは、待ってくれているお客さ
んのためにも活動拠点となる加工施設の確保、販
売再開に向け目玉となる魚の選定、震災前後では
水揚げ状況が異なるため、付加価値を付ける魚を
選び、少人数でも効率よく販売するために、マー
ケティング調査も実施しました。また、活動メン
バーを確保するため、ばらばらになった部員への
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呼びかけと、新メンバー募集にも取組みました。
　2014年春頃、新たな水産センター着工、その中
に調理室と直売所をつくるとの話が持ち上がり、

「この機会を逃したくない！」と、打合せに参加、
協議を重ねた結果、亘理町や漁協の協力もあり、
他の団体と共同でその施設が使えることになりま
した。同年10月に「きずなぽーと“わたり”」が完
成、 1 階「鳥の海ふれあい市場」のオープンと同
時に水産研究会の加工品の製造・販売も再開する
ことができました。
　再スタートは部員 4 人での出発で、記念すべき
震災後第 1 回目の製造は、荒浜を代表する魚で、
震災前から定番商品となっていた「マガレイの唐
揚げ」に決め、加工品が完成した時には「やっと
ここまで来た・・・」と喜びもひとしおだったと
いうことです。お客さんも待ってくれていたよう
で、用意した分は、あっという間に完売、その時
の感激は今も忘れられないそうです。
　その後は、待ってくれていたお客さんに応えよ
うとの気持ちも強くなり、月 2 回の営業から、 毎
週土曜日の月 4 回に営業を増やしたり、浜値の下
支えに取り組むため、水揚げ状況を確認しながら、
単価が下落している魚や値のつかない魚を 2 つ目
の魚種に選定しました。また、一部の加工品は、
お年寄りや小さい子供が食べやすいように「骨な
し加工」にするなど、消費者ニーズに応える商品
づくりも好評を得ており、現在では震災前を大き
く上回る30種類ほどを製造しています。
　マーケティング調査の結果から効率よく販売で
きるよう工夫した結果、 1 ヶ月あたりの売上は、
震災前の約 3 倍と大きく伸びる結果となりました。
また、このような研究会の活動が、NHKをはじ
めとするメディアで取り上げられ、その効果も
あってか来場客が増加し、地元の魚を発信する拠
点として定着しつつあると実感しています。他地
区の女性部からも視察要請があり、交流も生まれ、
互いに刺激やはげみになっています。
　さらに、研究会の売上も伸びており、活動の魅
力を発信できたのか、離れた部員がイベントに参

加してくれるようになりました。
　このように、震災という大きな災害を乗り越え、
部員皆の苦労と努力で復活、今後は、参加出来て
いないイベントにも積極的に参加し、地元の魚を
PRしていきたいとのことでした。
　以上が、「浜に笑顔を取り戻せ！浜っこかあ
ちゃん市 6 年の軌跡」の取組みでした。

フランチャイズ化による地域活性化の試み
　二人目は、愛媛県宇和島市のスリーラインズ株
式会社　代表取締役　山内満子さんの取組みです。
　愛媛県はリアス式海岸で、海の環境が養殖に適
しているため魚類養殖、真珠養殖の盛んな地域で、
なかでも、山内さんの暮らす宇和島地区は、マダ
イ養殖28年連続日本一の生産量を誇っています。
　しかし、宇和島市は「消滅可能性都市（全国
896市区町村）」の一つにあげられて、特に高校卒
業後の人口流出に歯止めがかかりません。むしろ
加速していることに危機感を持った山内さんは、
子供たちの未来のためにやらなくてはいけないこ
とは何か・・・それは、地元に魅力ある仕事を創
ること！安定して働ける仕事を創ること！という
考えに辿り着き、ご家族でスリーラインズを起業
してビジネスモデルを作り、これを起爆剤に若者
の未来に希望とやる気を持たせようとしたという
取組み事例です。
　山内さんは、以前、役員のなり手がなく解散寸
前だった遊

ゆ

子
す

漁協女性部の部長に就任してから、
補助金を活用してキッチンカーを作り、地元の食
材で作った加工品を販売したり、地元遊子の知名
度アップのための活動をして女性部を建て直した
という実績がある方です。
　今回は、井戸海水を使った「スジ青のり」（製
品名「きぬ青のり」）の陸上養殖に取組みました。
　新規参入が極めて難しい養殖業界の中で、参入
可能なもののひとつが「スジ青のり養殖」だった
といいます。しかも、井戸海水を使った陸上養殖
にすることにより漁業権の要らない養殖が可能に
なりました。
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　山内さんがやりたいことは、水平展開*可能な
養殖方法をスジ青のりで編み出し、それをパッ
ケージ化して、若者に広げていくことです。それ
を実現するために、大手企業と養殖実験を行い、
出来上がった商品の販売は、地元と首都圏での同
時販売を展開していきます。地元では、宇和島市
と愛媛県の名産品化を目指し、都会では高級レス
トラン、高級百貨店からの需要を開拓し、そこか
ら、商品開発、ネット販売、ギフト販売、輸出へ
と拡大していくという計画です。そのために、人
脈ネットワークを使ったり、女性目線でのメ
ニュー開発や、一般のお客様にも青のりを使って
いただくためにメニューを盛り込んだリーフレッ
トも作成しています。また、井戸に染み出す海水
をくみ上げるためエビなどの混入がなく甲殻類ア
レルギーを持つ人も安心して食べられることから、
学校給食にも導入されました。
　山内さんの構想は、スリーラインズがスジ青の
り養殖を確立して、販売先を開拓した上でフラン
チャイザーになり、種苗や技術、システムを支援
し、長期実践型インターンシップ制度を利用しな
がら、地域の若者、新規参入者、I・J・Uターン
でフランチャイジーを募集するもので、その後も、
定住、独立まで支援していくモデルを創っていま
す（スライド26）。
　また、この事例を使って全国の問題解決にも貢
献できればいいと思っているそうです。
　山内さんは、この事業を実現するための資金調
達のひとつとして、女性の活躍を応援する「女性
新ビジネスプランコンペティション」に応募し、
5 ヶ月に渡る審査の結果、「女性起業ソーシャル
デザイン賞」という賞を受賞し、賞金と 1 年間の
メンターとサポートを手にすることができました。
　スリーラインズだけでは叶えられない人口増加
への取組みですが、みんなでアイデアを出し合い
ながら、楽しく事業をすすめていきたいとおっ

*成功事例など既存の知識や技術、ノウハウなどを違う場所で
活用すること、または他の分野や領域に対して適用すること

しゃっていました。
　以上、漁村女性が主導して、地元に魅力のある
仕事、安定して働ける仕事を創って人口増加で地
域を活性化しようという事例のご紹介でした。私
からは以上です。

スライド

漁村の元気は、女性の輝きから 
  

～地域資源の利用による活性化について～ 

 
 

２０１８年１０月１９日（金）  

第8回太平洋・島サミットサイドイベント 

ＪＦ全国女性連事務局（ＪＦ全漁連） 香取弘子 

1

 漁村女性の活躍  

 
～それぞれの立場で、 
   浜を、地域を活性化するために 
        活躍する漁村女性たち～ 
 

 ☆ＪＦ宮城仙南支所（亘理）水産加工研究会 

           会長 木村 光子さん 

 ☆スリーラインズ株式会社  

           代表取締役 山内 満子さん 

2

浜に笑顔を取り戻せ！ 
～震災を乗り越えて， 
     浜っこかあちゃん市６年の軌跡～ 

3

	 海外漁業協力　第85特別号　2019.3� 39



 地域の概況 
亘理町荒浜地区の位置 

亘理町の沿岸部， 
北を阿武隈川， 
南を鳥の海に囲ま 
れ，豊かな自然と 
温暖な気候に 
恵まれています。 

宮城県南部沿岸
にある亘理町 
基幹産業は， 
農業と水産業 

名物 はらこめし 

4

活動拠点の復旧  

平成２６年１０月 
 「きずなぽーと“わたり”」完成 

＜活動基盤の復旧までの経過＞ 
H23.4   仙南支所が仮設事務所で業務開始 
H23.６ 荷捌き施設応急復旧 
H23.8  復旧支援に来ていた自衛隊が撤退 
H26.1  水産センター（後のきずなぽーと） 
      着工 
H26.６ 荷捌き施設本復旧 
H26.８ 水産センター調理室打合せ等 
H26.10 「きずなぽーと“わたり”」完成 
     鳥の海ふれあい市場の一員として 
              研究会で水産物の加工，販売を再開 
        ・ 
       現在へ 
 

復旧した荷捌き施設 

きずなぽーと“わたり” 

活動拠点確保のために奔走 

8

＜東日本大震災の影響＞ 
・活動拠点である「亘理町水産センター」が全壊 
・住居を失った部員は荒浜地区を離れ，仮設住宅等へ。 
 →震災前から課題となっていた人手不足が急速に深刻化 
 ※４名が津波の犠牲となり，被災を機に廃業する 
  部員も出てきた。（部員数２１名→１0名へ） 

「浜っこかあちゃん市」の復活！！ 

一時的に活動休止、そして復活 
 

7

活動の成果 
 

荒浜漁港水産まつり 

魚の下処理（平日作業） 

○売上も伸び，活動に魅力 
 が生まれ，部員が戻って 
 きた！ 

○若手部員（３０代）１名 
 も入ってくれた！！ 

○年配者に加えて若者も来 
 るようになった。子供の 
 リピーターも増えている。 

○他地区女性部からも注目 
 され，視察の受入・交流 
 も生まれている。 

11

東日本大震災の被害状況 
 東日本大震災（H23.3.11）による被害状況 

県漁協仙南支所 
※津波は海岸線から 
 ４ｋｍ以上内陸 
 まで到達。 

震災前の活動拠点だった 
亘理町水産センター 

津波により支所はもち
ろん，活動拠点だった
水産センターも大きな
被害を受けた。 

ピンク部分が 
津波による 
浸水地域 

6

客層調査：年配者が多い 
     リピーターが多い 
Ｑどれくらいの量だと 
 一番売れる？組み合わせは？ 
 →１パック当たりの 
  尾数を変えて販売 
 →２種類を１パックに 
  入れて販売 

ミックス商品 

５尾１パック 

２尾１パック 

結果： 
・小さいパック（２～３ 
 人分）にも需要がある。 
・ミックス商品の方が 
 売れやすい。 

→現在の販売方法へ反映 

効率の良い販売方法を検討 

10

 研究会の組織と運営 
宮城県漁業協同組合 
  仙南支所（亘理）水産加工研究会 
○昭和54年7月に設立 部員数１１人（震災前２１人） 
○活動内容（東日本大震災前） 
 ・浜っこかあちゃん市（毎月第１，第3土曜） 
  ※地元の未利用資源を用いた加工品の製造，販売 
 ・魚食普及活動（荒浜漁港水産まつり 他） 

アカシタビラメのさつま揚げ 亘理町水産センター（震災前） 

5

待ちに待った製造・販売を再開 

部員の底曳漁船から 
原料を入手 

 

記念すべき第１作は 
『マガレイの唐揚げ』 

頭・ウロコ・内臓をとり，
味付けして調理加工 

用意した 
３０パックは 
瞬く間に完売 

待っていたお客さんに 
応えるため，震災前の 

月２回から，  
(毎週土曜)営業へ！ 

月4回 

加工品製造・販売の再開 

9
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今後の課題と計画 

・部員勧誘の継続（入りやすい 
 環境，魅力ある活動） 
・他のイベントにも参加し， 
 魚食普及をＰＲ 
・商品のラインナップの充実 
 （現在の揚げ物中心→ 
   他の加工品も製造へ） 

そして，何よりも取り組んでいきたいのが， 

震災前まで売れ筋NO,1だった 
 「アカシタビラメのさつま揚げ」 
          の復活！！ 

調理器具の勉強会 

12

      税抜額（円） 
販売車          6,666,667 
車両デザイン 400,000 
車両マーキング 485,000 
販売車内壁表示   78,300 
スノータイヤ   82,400 
   計              7,712,367 

国産水産物安定供給推進事業産地販売活動活性化事
業 

 
          財団法人 魚価安定基金 助成金  10,000千円 

                                   自己資金   5,000千円 

キッチンカー概要 

16

養殖王国愛媛（宇和島地区）の
問題点 

15

安定収入の「スジ青のり」養殖
の提案 

井戸海水を使った 
スジ青のりの陸上養殖 

19

養殖王国愛媛（宇和島地区） 

宇和島市 

愛媛県 

14

若者が未来に希望の持てるビジ
ネスを創りたい 

そのために解決しなければならない問題は？ 

魅力ある仕事を創ること！ 
安定して働ける仕事を創るこ

と！ 

18

養殖王国愛媛から発信する、 
将来の子供たちへつなぐ 
水産イノベーション！！ 

13

ひじきのカップケーキ 

照りてり寿司 

じゃがいもアイス ブラッドオレンジあいす 
ブラッドオレンジバーガー 

ブラッドオレンジパエリア 

たべ鯛 

たべ鯛バーガー 

遊子の包丁汁 

串カツ 

遊子の台所商品 

17
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スリーラインズがやりたいこと 

水質環境に左右されず 
水平展開可能な養殖方法を編み出し 

パッケージ化して広げたい！！ 

20

メニュー開発 
ジェラート・寿司・しゃぶしゃぶ 

24

一次産業女子ネットワークさくらひめ 
連携 

連携 

連携 

連携 

ネットワーク 

内閣府認定公益社団法人 
全日本司厨士協会愛媛県本部 

23

 

27

地域産品ブランド化などを活用、首都圏
での高級食材需要を創造 

今年・・・ 
・地元道の駅でお土産品としての販売 
・松山三越お中元販売 
・宇和島特産品とのコラボ商品開発 
（じゃこ天・お餅・煎餅） 
今後・・・ 
・宇和島商店街でのスジ青のり食べ歩きマッ
プ等 

近年・・・ 
・瀬戸内シェフズメニュー化 
・ネット販売 
・ギフト販売 
今後・・・ 
・輸出 

都会への展開 地元での展開 

地元観光施設での利用を図り需要

拡大を図りながら宇和島の名産品

化を目指します。 

大需要地である首都圏で、高級食

材として高級レストラン、高級百

貨店から需要を創造する 

22

安
心
・
安
全
・
高
級
嗜
好
の
お
客
様 

ビジネスモデル 

・種苗 
・技術 

・マニュアル 
・システム 

スジ青のりの 
パッケージング 

フランチャイザー 

原草買取 

支援 
二
次
加
工
業
者 

・ 
・有名ホテル 
・百貨店 

・一般店舗 

都会 

 
・レストラン 

・旅館 
・加工業者 
・道の駅 

デパート 

ネット 

問屋 

商社 

輸出 

商品 

￥ 

商品 

￥ 

￥ 

商品 

・地域の若
者 

・新規参入 
・I、J、U
ターン 

定住 

フランチャイジー 
地域連携 

独立 

26

4.パッケージング化に向けた取り組み 
 

★大手企業との技術実験・・・来年3月完了予定 

★高知大学の特許使用許可取得 

★大手企業との技術実験 

21 25
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28

【問合せ先】 
 ＪＦ全国女性連事務局（ＪＦ全漁連 漁政部 内） 
 担当 香取・涌井・室山 
 電話：０３－３２９４－９６１７  ＦＡＸ：０３－３２９４－９６５８ 

ご清聴ありがとうございました。 

30

若者に未来を！・・・希望を！・・・やる
気を！・・・ 

29
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石川モデレーター：　ありがとうございました。
香取さんからは日本の地域で女性グループが行う
スモールビジネス、それを使った地域起こし、そ
れを使った関連性の中でご紹介してもらいました。
　次に私の方からエリア ケイパビリティ アプ
ローチ（Area-Capability（AC）-Approach）、地域
活性化若しくは地域資源の活用モデルをご紹介し
たいと思います。

7-2  Area-Capability Approachによる
地域活性化計画

　通常の資源管理、一般的
に言われている資源管理は
統計データを集めて資源を
評価し、漁業規制を行うこ
とで管理型漁業の実施に進
んでいきます。こういった
アプローチは色々な魚、特
に国際的な舞台でも適用さ

れています。ただ、このアプローチが熱帯の途上
国、若しくは沿岸漁業の全てに適用できるかとい
うとなかなか難しいというのは皆さんもご存知だ
と思います（スライド 2 ）。その原因となるのが
多種多様な漁具、そして多種多様な魚種といった
ものです。しかし、こういった小規模な漁業とい
うのは非効率であると批判される反面、ローカル
の生活では欠かすことのできない非常に重要な産
業になっています。ただ、関係者や漁法が多いと
いったことから統計データを集めるのは極めて難
しく、また、国際的漁業と同じアプローチができ
るかというと、これはなかなか難しいと思います

（スライド 3 ）。

　また、沿岸漁業の場合は漁業規制をすれば資源
管理ができるかというと必ずしもそうではありま
せん。東京湾の例ですが、かつては東京湾の周辺
全体が大きな干潟でした。それが1940年代から80
年代にかけて約90％の干潟が埋め立てられました

（スライド 4 ）。これは漁業のためではありません。
都市化、産業振興のためです。そのため埋め立て
られた干潟で漁業ができなくなり、資源は劣化し、
埋め立てが完成して以降、東京湾の漁獲量は復活
していません。
　ここで覚えておかなければいけないことは、生
息環境の破壊というものが時として乱獲よりも酷
いインパクトを与えるということです。でも多く
の場合、漁業者自身が環境をコントロールできま
せん。また資源管理には興味を持っていません。
ここにトップダウンの漁業管理を入れようとして
もなかなかうまくいきません（スライド 5 ）。
　そこで私たちが考えたのは、まずは、生活の保
障をしながら、漁業者に資源管理について興味を
持ってもらう、自然（環境）を理解してもらうと
いったアプローチです。

　そこで考案したのがエリア ケイパビリティ
（AC）アプローチというものです。ここでは 4 つ
のことを考えています。 1 つ目はコミュニティに
よる地域資源の活用、 2 つ目は、資源利用を通じ
た資源管理や自然への興味・関心の涵養、 3 つ目
は、日々の生活の中での環境や資源へのモニタリ
ング、そして 4 つ目が、地域の可能性の拡大と繋
げていけることです（スライド 6 ）。具体的には
この図のようなAC サイクルといったものを地域
に作り上げていくということを活動の目的としま
す（スライド 7 ）。
　具体的な例を示したいと思います。既にPNG
についてもご紹介のあった定置網ですが、今回は
タイの沿岸における定置網の導入によるACサイ
クルの構築の例を見たいと思います（スライド
8 ）。

タイの定置網漁業のケース
　タイの沿岸では小規模漁業者とまき網などの商
業的漁業者との対立がありました（スライド 9 ）。
そこに定置網を小規模漁業者のコミュニティに
よって運営をしてもらう形で導入し、定置網自身
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がバリアとして働くためゾーニングが可能になる
のではないかというプランを作りました（スライ
ド10）。タイに事務局のある東南アジア漁業開発
センターのスタッフが発想して実行しました（ス
ライド11）。その後、東京海洋大学やJICA、日本
の研究者の協力の下、2016年までプロジェクトは
続いております。最初の段階ではトラブルもあり
ましたが（スライド12）、外部の研究者や漁業関
係者の協力で漁具やオペレーションの改良によっ
て漁獲を上げるに至っています。また、漁業を行
い漁獲を上げるだけではなくて、卸売市場も自分
たちで経営しました。小規模漁業者はもともと漁
業をしておりましたが、定置網で獲れる魚種とい
うのは以前小規模漁業で扱っていた魚種とは違い
ます。これによって漁業者自身の魚に対する知識
が増えてきます。また、卸売市場を運営すること
によってマネジメント スキルの向上にも繋がり
ました（スライド13）。もちろん、この知識やマ
ネジメント スキルのアップのために外部の研究
者や行政官が技術的なサポートを提供しています。
赤いのがインカム、黒い方が漁獲量ですが、おか
げで漁獲量をそんなに上げることなく収入を増や
すことができています（スライド14）。これを先
ほどのAC サイクルに当てはめれば、最初に定置
網の利用からコミュニティが出来上がり、コミュ
ニティが出来上がったことで生活が良くなり、新
しい産業の振興が可能になる。そこで知識が増え
て日々の漁獲でモニタリングをすることができ、
さらに収入が良くなる。また、資源への圧力を下
げることができますし、最初にサイクルが出来上
がると、その後、観光との関連もスタートしまし
た（スライド15、16）。

フィリピンのエビ放流事業のケース
　もう 1 つの事例がフィリピンにおけるエビの放
流事業です。こちらも日本でやった事例をフィリ
ピンで試そうと研究者が始めたものです。最初に
日本の研究者がローカルオフィスを訪れて協議を
し、地元の漁業者とも話し合い、増殖プロジェク

トをスタートさせます。増殖の対象種等は漁業者
の意向を聞きながら、自然科学の知識で保全を考
慮して決定していきます。増殖に必要な技術的な
指導やモニタリングシステムは研究者側が指導し
ながらコミュニティで実施してもらい、その強化
を図りました（スライド17）。これまでに 6 回の
トライアルで 4 回の放流を行いました。放流の際
には一部タグを付けて放流して放流効果のモニタ
リングも行っています（スライド18）。放流する
前と後での環境のモニタリングは地元の漁業者に
お願いしました。それによって最適な放流地、放
流時期といったものを知ることができます。また、
この知識が漁業者のみならず地域のコミュニティ
の全員に伝わるようなフィードバック システム
を作りました。実は、一部の漁業者を除き、当初
は多くの人は放流の成果に懐疑的でした。ただ、
実際にタグの付いたエビが獲れだすと感覚が大き
く変化しました（スライド19）。モニタリングの
結果からこの放流事業自身は経営的にも成り立つ
という解析結果が出ています（スライド20）。
　この放流事業をACサイクルに当てはめてみま
す。今回は、まず資源の増強から始まっている。
それがコミュニティを作り、環境への興味と知識
の涵養、そして新しい産業への振興へと繋がって
いきます（スライド21、22）。

外部評価とプライド
　コミュニティベースのこういった活動というの
は、何かのアクティビティがあるからこそコミュ
ニティができあがります。そしてその評価をプー
リングするシステム（一括管理）を導入すれば、
統計データ等は自然に集めることができます。ま
た、それをオープン（誰でも参加できるよう）に
することによって、マネジメントスキルや科学的
知識も享受することができますし、これらの活動
が、その地域が環境にも資源にも優れているとア
ピールすることができます。実際、タイの定置網
やフィリピンの放流事業等は地元のテレビ局から
の取材を受け、参加している人たちがインタ
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ビューされました。外部からの評価は彼らにとっ
て非常に大きなプライドを引き起こしてくれます。
外部が評価してくれる、だからこそ自信を持って
彼らの生活を送ることができる。この自信、外部
からの評価による自信は非常にコミュニティベー
スの活動にプラスになることが分かってきていま
す。

　地域振興というとある産業を作ってそこの収入
を上げるということが重要視されがちですが、自
然が豊富な地域においては、様々な資源を様々に
使いACサイクルをたくさん作っていくといった
ようなことを開発の指標にするということを私た
ちは進めています。 1 つの資源、 1 つのコミュニ
ティが、 1 つのACサイクルを作っていく。この
サイクルの数は資源の数、コミュニティの数、つ
まり地域の可能性の数を表すことになります（ス
ライド23）。
　収入の増加ももちろん重要ですが、それ以上に
自然と地域の人々の関係性の強化というものを開
発の指標、目標とするようなアプローチを私たち
は取る必要性があるのではないかと思っておりま
す。以上で私の発表は終わります。ありがとうご
ざいました。

スライド
18 Oct. 2018, PALM8 Side-event. 

 

Tokai University 

Satoshi ISHIKAWA 

Rural Development  
   through Area-capability Enhancements 

1

1995  FAO  
 Code of Conduct for Responsible Fishery  

http://www.fao.org/fishery/ccrf/1/en 

International Commission of 
several important Fish Resources 

Good for Large-scale Commercial Fishery 
How about small scale fishery???  

Common Fisheries Resource Management 

Data Collection, Stock Evaluation of Particular Fish 
Limits of total catch amount of each species 

Regulation 
Fishing Activity 

Resource 
Management 

Stock 
Assessment 

Statistical Data 
Collection 

2

Habitats losses have greater impacts 
on coastal resources than over fishing. 

However, most fishermen do not have an 
interests on natural environments and 
fisheries managements.  

Therefore, 
To Cultivate interests of nature through 
effective utilizations of natural resources 
should be target for Fisheries managements 

5

Coastal environments are most important 
for sustainable fishery 

1973年 

From 1940 to 1980, 90% of tidal 
flats were reclaimed in Tokyo Bay 

Fishery Catch in Tokyo Bay 

4

Difficulty of stock assessment in coastal zone 
Coastal small-scale Fishery 

Multi-Species, Multi-Fishery, Mixed Catch 

Many Fishery and Stakeholders 
& many landing sites 

Data collection quite difficult 

Over 12 Million Employees 

About 30 million tons Catch 

About 5 million tons Fuels 

Discarded fish Very Little 

Jacquet and Pauly  2008  

3
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Location of Rayong set-net project 

2003 

2006 
By fisher group 

By researcher 

10

Area-capability Approach 

1.Local resource utilization by collaboration of a 
local community, a government and researchers 

2.Cultivate interests on nature and enhance local 
resource values 

3.Establish monitoring and conservation 
systems of environments  

4.Area-capability enhancements for sustainable 
development 

6

Most of set-net catch are 
pelagic species, variety of the 
catch showed an important 
characteristics of the coastal 
fisheries resources. 
  

Variety of 
catch 

High 
quality 

The Catch 

Management Skill of them was improved through selling and pooling system 

They caught different species by set-net from that they had collected by small gears. 

13

Location of Rayong set-net project 

conflicts 

Small scale fishery 

Commercial fishery 

9

Problems and Difficulties in the 1st year 
Strong current, Bad Design of Net, Anchors entangled with net, 
Bad Operation of fishing 

Modified to slimmer style 
網の設計変更   

Improve operations   
網の設置と漁労改良 

12

Community based Set-net fishery 

By TD/SEAFDEC and DOF/Thailand in Rayong 

8

2001 ASEAN-SEAFDEC Millennium Conference 
        on Sustainable Fisheries for Food Security  
        in the Region in Bangkok  
2002 International Set-Net Fishing Summit in Himi          
2003-2005  Rayong Set-Net Project  
                       SEAFDEC- EMDEC-Fishermen Group 
2005-2007   JICA grass-root project by SEAFDEC, TUMSAT and  Himi City  
2007-Present   Operated and Managed by  fishers group 
2008   Training course for Practices and Theories 
            Choko-ami in Chonburi, by Kasetsart Univ.  
2010   New challenge in  Southern Gulf of Thailand                                
            steered by DOF, Thailand  

History of Set-net Installation into Thailand 

SEAFDEC: Southeast Asian Fisheries Development Center 
JICA: Japan International Cooperation Agency 
TUMSAT: Tokyo University of Marine Science and Technology, Japan 
EMDEC: Eastern Marine Fisheries Research and Development Center, Department of Fishery, Thailand 
Himi city: Located in Toyama Prefecture, in Japan Very famous as Set-net fishery  

Mr. Aussanee Munprasit 
Senior Officer of SEAFDEC 

Got Idea 

Start Project! 

11

Area-capability cycle 

7
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18 Altamirano et al, 2015 

2013 July: 1st rearing (129,000 stocked) 
 Aug: No release (high mortality) 
 
2014 Feb:  2nd rearing (390,000 stocked) 
 April: 15,000 released (4%); 100 tagged 
 
2014 June: 3rd rearing (270,000 stocked) 
 July: 120,000 released (44%); 240 tagged 
 
2014 Nov: 4th rearing (400,000 stocked) 
 Dec: Series of typhoons caused mortality 
 
2015 Apr: 5th rearing (483,000 stocked) 
 May: 250,000 released (51%); 250 tagged 
 
 2015 Jun: 6th rearing (630,000 stocked) 
 Jul: high mortality caused by early 
  prolonged rains and cannibalism  

Results: Timeline of rearing and releases 
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Statistic Data are automatically collected through 
community fishery  

14

Resource Local Community 

Effective Utilization of Resource 

Care for Ecosystems 

Driving  
Forces 

Increase Public 
Awareness of 

Habitats importance 

Fishermen Associations 

Environmental 
Monitoring  
 by Fishers  

Community –based Aquaculture  

Release Juveniles 
By research project 

Improved Status Enhanced Capability 

Increase prawn Stock Increase incomes 
Decrease conflicts 

Release Juveniles  
By Fishermen & 

government 

Hope, Pride 

Improvement of market accessibility Involvement of other sectors 

Expected ACC From Community-based Stock 
Enhancement of Tiger prawn 

21

Community based Stock Enhancements in the Philippines 

Planning of community 
based stock enhancement 

with local people and 
local government 

Decide target species 
Establish local community 

• Technological supports of 
aquaculture 

• Monitoring of nature and 
social situations  

• Evaluation of impacts on 
nature and economy 

17

20 Altamirano et al, 2015 

Recapture info (5th batch) 
 
Released:  May 2015 
Total released: 250,000 
Shrimp tagged: 250 (0.1%) 
 
Total recovery: 20 pcs  (8%)* 
Details: July (8 pcs), 5 g  (3 %) 
 Aug (4 pcs), 15 g  (1.6%) 
 Sep-Oct (8), 55 g  (3%) 
 
Estimated total potential harvest: 
(4 months after release):  
 1,100 kg (PhP220,000) 

Results: Catch monitoring (Trader’s logbook) 

Community based stock enhancement was costly 
effective and promote other community actions  

20

Lesson from community based Set-net Fishery 
in Thailand 

1. New utilization methods and New system can 
create new user group (=community) 

2. Community based pooling system can collect 
enough statistic data automatically 

3. One AC cycle can lead another AC cycle 
4. Evaluation of outsides can enhance values of 

local products and  
5. Improvement life enahcne Care minds of local 

people 

16

Community based Stock Enhancements in the Philippines 
• Environment and Resource Assessments by community 

Greasyback shrimp 
Metapenaeus ensis 

(¥ 200/kg) 

Tiger shrimp 
Penaeus monodon 

(¥ 600/kg) 

Shrimp catch composition (by weight) 

(Ingles et al., 1992) (present study) 

19

Resource Local Community 

Effective Utilization of Resource 

Care for Ecosystems 

Driving  
Forces 

Cultivate interest 
for  Ecosystem 

Establishment of  
Fishers Community 

Fishery Statistical 
data collection 

Set-Net Installation  
by SEAFDEC 

Environmental and  
Food Web estimation 

Improved Status Enhanced Capability 

New Target Species New Markets, 
Decrease conflicts 

Hopes, Prides 

Community Fish Market Improvement of Trading system 

Management 
Skill 

Operational 
Skill 

Post  
Harvest 

Technology 

Tourism Activity Involvement of Other sectors 

ACC from Development of utilization methods: 
Community-based set-net fishery in Rayong, Thailand.  

15

48	 海外漁業協力　第85特別号　2019.3



■ディスカッション

石川モデレーター： ではディスカッションに入
りたいと思います。まず山下先生の方から、ご自
身のご研究もしくはご経験から、わたくしたちに
何かアイディアをいただければと思います。よろ
しくお願いします。

7-3  地域漁業における第6次産業化について

山下教授：
　　　　　　　　　　　　　大東文化大学の山下

東
はる

子
こ

といいます。第 6
次産業化という言葉を
軸に短い話をさせてい
ただきたいと思います。
6 次産業化を何と訳さ
れているか分かりませ

んが、自分としてはIndustry6.0というふうに考

えています。皆さまの国々では、一次産業、二次
産業、三次産業という概念があるかどうか、私は
知りません。日本では、一次産業というのが農林
漁業ですね。我々の今関わっているところが一次
産業。そして製造業、これが加工を含めて二次産
業。そして卸売りや小売りのような流通業が三次
産業と呼ばれています。日本では、沿岸漁業に携
わる人の所得がとても低いということで、この所
得を上げるにはどうすればよいかと。そこで、二
次産業、三次産業に進出するのが良いのではない
かという考えがあります。今、前の方に一つだけ
パネルがあります。

　これで言いますと、最初のプロデューサーのと
ころ、これが漁業者の受け取り分、28％なんです。
小売りで私たち消費者が支払うお金のうち、28％
が生産者にいくのです。三分の一以下ですね。二
次産業はどこが取っているのか、三次産業はどう
か、ということで言いますと、上手くは対応しな
いのですけれども、赤い部分のホールセラー（卸
売）というところ、これは産地市場になります。
それから、緑色のホールセラー、これが消費地市
場になるのですけれども、これを合わせて約40％。
そして最後のリテラー（小売）のところ、これが
第三次産業になりますけれども、ここが三分の一、
33％取っているのですね。そこで、漁業者として
は、この青いところに留まらずに、赤、緑色、そ
して紫色のところまで進出しようではないかと、
つまり一次産業だけではなく、二次と三次を取り

Lesson from community based stock 
enhancements in Philippines 

1. Community based stock enhancement 
cultivated people’s interests on nature. 

2. Statistical data of shrimp stock were 
automatically collected through community 
actions. 

3. They started rehabilitation of mangrove 
habitats for stock enhancements 

4. Shrimp catch contributed for improvement 
of local lives.  

5. They have much hopes in local lives. 

22

Collaboration of 
community, government 

and researchers can create 
Area-capability cycle.  

Numbers of AC cycles show 
numbers of local resources, local communities, 
jobs and cars of nature around us. 
 

This is one of the solution toward sustainable 
development in coastal areas. 

23
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込むということです。一足す二足す三は六、一掛
ける二掛ける三も六なので、Industry6.0という
ふうに言われており、様々な漁村で、この取組み
がなされました。

　例えば、先程、隣の香取調査役が二つの事例を
話されましたけれども、これもまさに六次産業化
の話なのです。それから、午前中に海士町大江町
長がいろいろなことをやっていますと話されまし
た。例えば、サザエのカレーを作っていますと。
これは典型的な六次産業ということになります。

　また、OFCFの嶋本さんから島国で生産者と消
費者の意志の疎通が悪いという話があったかと思
うのですけれど、そこで生産者と消費者との間で
話が進まない。これも六次産業化して自分から小
売りに出ていくということで、ある程度解消され
ると思います。また、うまく解消されるときと、
苦労だけ分かって撤退するときと両方あります。
でも、どちらも意味があるということです。私は、
最後に、うまくいかない例を一つだけ話したいと
思います。それは、漁業者が獲って加工したケー
スです。加工といっても、ちょっと頭を取ったり、
刺身にしたりとか、簡単なものなのです。そこま
でで一次と二次、次に三次ということで、近くの
スーパーに売りにいかなければならない。自分で
売りに行かなければならない。でも、漁業者は自
分が売りに行っている間は魚を獲れないですよね。
そうすると収入が無くなる。それで漁協の職員さ
んに売りに行ってもらった。そうすると、スー
パーマーケットの店頭で売るだけで、スーパーに
売り上げの15％を支払わなければならないのです。
小売33％のうちの15％は、やっぱりスーパーマー
ケットに払うことになるんですね。そうすると、
せっかく三次まで進出しても手取りは残り15％。
しかも、ここで漁協の職員の人が文句を言います。
土曜日と日曜日に働かなきゃいけないと。よく売
れるのは土曜日と日曜日だから、自分たちは休日
を返上してやっているというふうに文句を言いま

す。これでうまくいかなかったのですけれども、
やっぱり小売りが33％取るのには理由があるとい
うことを六次産業化の進出を通じて学ぶだけでも、
プラスだったと思います。しかも消費者はとても
気まぐれです。今日とても美味しいと言ったのに、
明日になったら買ってくれないこともある。こう
いう気まぐれの消費者が存在するのだということ
を漁業者が知ることも、やはり、一つのレッスン
に な る の だ と 思 い ま す。 そ う い う 意 味 で、
Industry6.0は必ず成功するとは思いませんが、
試してみる価値があるという話を申し上げたいと
思います。以上です。ありがとうございます。

石川モデレーター：
　山下先生、六次産業化のお話ありがとうござい
ます。私のプレゼンテーションで触れた定置網の
件も、漁業者がホールセールを行いました。実は
その先がありまして、観光客に魚を売る、そして
バンコクの市内で魚を売るという経験をしてもら
いました。この経験は収入が直接増えることより
も、やはり漁業者の意識が変わるのが重要だと思
いました。氷をたくさん使う。クオリティーが金
額に跳ね返るってことを実感してもらえたのです。
これによってすごく取扱いも変わりましたし、商
品のクオリティーも上がって、価格も上がるとい
うような効果につながりました。
　ですので、獲ればいいのだ、漁獲を上げればい
いのだということから、もうちょっと違うビジョ
ンを漁業者自身が持てるようになるためにも、六
次産業化はとても効果のある取組みだと実感して
おります。

　今まで産業化の方を向いて話をした部分もあり
ますけれども、次に地域を開発しようという点で
非常に豊富な経験をお持ちの小林先生にコメント
いただきたいと思います。
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7-4  日本の海外漁業協力と南太平洋島嶼国

小林理事長：
　島嶼国の開発を40年以上見てきました。また、

OFCFの援助の評価委
員会にも20年間以上参
加し、今日来られてい
る方々のお国も、ナウ
ルを除いて全てOFCF
プロジェクト評価で訪
問しました。そして私

は、40年も前から、今日のような様々な議論を会
議で聞いてきました。しかし、今日もあった様々
なアイディアによって、島嶼諸国の漁業が育って
来ているのかを見ると、残念ながらそうではあり
ません。先程もご報告がありましたが、「今はこ
のような取組みをしているとか、ずっとこのよう
な取組みをして来た」との経過説明ばかりが40年
間も続いているなというのが正直な私の感想です。
結局、上手く行かなかったことを改善し、現実に
発展させることを考えなければ、議論だけで終
わってしまう。実は、「今日は、あまりそういう
ネガティブなことを言うな。そういう会議ではな
いから」と事前に言われたのですが、やはり、止
めることができずに言ってしまいます。というの
も、これは本質的なテーマです。日本の援助を絡
めて島嶼国にどのようにすれば本当に持続的な漁
業産業が根付くかを、むしろ島嶼国の皆さんでは
なく、日本の関係者に聞いてもらいたいと私は考
えているので、どうかご了承願いたいと思います。
　今日、大江町長や石川先生、香取先生がそれぞ
れのプレゼンテーションを通じてコミュニティを
作ることが大事だと、それぞれの立場から発言さ
れました。全くそのとおりです。産業を興してい
くためのコミュニティを作ることは絶対大事です。
これがないと産業は起きません。ところが、注意
しなければならないのは、コミュニティの考え方
は、日本と途上国では同じではありません。石川
先生はフィリピンや途上国の例でしたので、日本
のコミュニティとはちょっと違いましたし、大江

町長は崩壊したコミュニティを新しい形で立直し
ていく観点で話されました。香取先生は震災で一
回壊れた社会を新たな視点で立直すのだと話され
ました。これは大事なことです。島にはローカル
のコミュニティは勿論ありますが、産業としての
漁業を興すためのコミュニティは必ずしもできて
いません。例えば、日本の経済学者が島のビレッ
ジを訪ねて漁業事情をインタビューする際に必ず
聞くのが、この村には何人の漁民がおられますか、
何％が漁業に携わっていますか？との質問です。
ビレッジはSubsistence level（生存レベル）で生
活していますので、農業もやるし漁業もやる。日
本のように漁業だけ、農業だけというように職業
分化はされていません。もちろん、島によって若
干違います。ナウル、PNG、フィジーで皆同じ
ではないことは承知していますが、全般的に言え
ることは、生存レベルで魚と関わっているビレッ
ジが多いのです。だから、その島のコミュニティ
を変えて漁業の収入を増やそうとして、日本の成
功モデルをそのまま島嶼国に持ち込んでも上手く
いきません。この点について、日本の研究者や先
進国の研究者は今でも理解していない人が少なく
ありません。しかし、現場で活動を始めた人たち
は直ぐに理解します。石川先生はフィリピンで成
功しました。最初からそういう理解だったかどう
かは分かりませんが、現地でやり始めて現地に
合ったコミュニティを編み出したという報告でし
た。このような現地発の見方が、とても大切だと
思います。

開発経済理論と現実
　ちょっと話は古いですが、開発経済が始まった
の は50年 以 上 前 で す。 ア メ リ カ 人 学 者Walt 
Rostowが “経済成長の諸段階” という本を書きま
した。世界中の先進国学者は、途上国を援助する
際に、この本で勉強しました。ここでは、「伝統
社会は、次第に生産力を高めて、その蓄積をもっ
てやがて工業化社会へとtake off（上昇）してい
く」とするもので、その成長の度合いを 5 段階に
分けて説明しています。ところがこれは人口・資
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本・技術・市場・社会基盤の全部がそろった場合
に機能するのであって、全ての社会に当てはまる
ものではない。その後に “雁行型発展形態” を唱
える人が出てきました。一羽のリーダーシップを
持った雁（産業）が飛ぶと、周りの産業もそれに
連なりずっと飛んで（発展して）いくとの考え方
です。しかし現実は、このように成功した途上国
は無いことはないが、ほとんどはそうなりません
でした。その後に出てきた理論が “中心と周辺” 
です。投資を集中させた真ん中だけは発展したけ
ど、10分車で走った先には100年、200年前と同じ
状況の村々があるというような実態を指していま
す。このように開発学者はいろいろな開発理論を
打ち立てます。そして、自分が考えた、あるいは
学んだモデルが、どこの場所でも当てはまるのだ
との錯覚に陥る人が少なくないのです。
　30年ほど前に、実は私はWalt Rostow先生にサ
モアでお会いしたことがあります。私にとっては
伝説的な先生であり、存命だとは思っていません
でしたので、サモアの開発会議でお会いできてい
たく感激いたしました。しかし、残念ながらサモ
ア経済についてのRostow見解をお聞きすること
はできませんでした。なぜなら、サモアの経済は、
先生の理論とは全然違う状況にあったからでしょ
う。つまり成功モデルは、それはそれで重要です
が、どこかで成功したからといって、太平洋にも
同じように適用できるとは限らないからです。こ
れが40年間にわたり島々を見てきた私の実感です。

これからの援助の形
　もう一つ援助について、述べたいと思います。
日本の援助に対する基本的な考え方はこうです。

「日本は途上国への奉仕者じゃないので、永久的
な援助はしない。日本の援助は自助努力を促すた
めの援助です。よって、最初は援助しますが、そ
の後は自立してください。」というものです。だ
から同じ援助は長く続けません。せいぜい 3 年と
か 5 年です。その結果どういう成果が出たので
しょうか。途中で援助を打切るから、せっかく上
手く行っていたのに、それが続かなくなり、結果

として失敗してしまう。40年の間に、こんなプロ
ジェクトを私はずいぶんと見てきました。そこで
私は、Sustainable Assistance（持続的な援助）
という考えを何年も前から言い始めました。持続
的な発展を成し遂げるには、国によっては、持続
的な援助をしなければならないことを日本側の援
助関係者に是非分かってもらいたいからです。こ
れは、永久に援助し続けて日本の配下に置くとの
意味ではありません。例えば、コミュニティを変
えることは、社会構造を変えていくことです。こ
れには時間がかかります。最近の大学でもそうで
すけど、 1 年間の講義をして、どんな成果が出た
か報告しろと日本の文科省は言い出しているので
すが、 1 年間で教育的成果を報告できることなど
極めて限られた事柄だけです。同様に、コミュニ
ティとか新しい社会を作ろうとしても、そんなに
簡単には成果が得られません。ですから、途上国
の人と日本の援助側との双方が長い目で社会を変
えて行くとの気概がないとダメなんです。それが
無いと、さっき大江町長がおっしゃっていたよう
な、条件がそろってもいないのに、「もっと気合
を入れてやれ」とか、「一生懸命やれ」とかの精
神論になってしまう。開発は、気合では成功しな
いと私は思います。そういうことを援助する側で
ある日本に理解してもらいたい。私は、太平洋の
小さな島の途上国には、持続的な援助が絶対に必
要だと思います。これが、日本側の関係者に言い
たいことです。

　今日、島嶼国の皆さんは感じていただいたと思
いますが、日本の漁業ははっきり言って上手く
行っていません。どんどん衰退しています。日本
の地方も離島も上手く行っていません。だから大
江町長の島が、日本中の注目を浴びているのです。
確かにこのような例はあるけど、ほとんどのとこ
ろは頑張っているけど衰退しているのです。だか
ら日本は経済大国で、大きいのでいずれも順調に
進んでいると思わないでください。日本でも様々
で、上手く行っていないところはたくさんあり、
試行錯誤をしながら、失敗しながら模索していま
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す。大江町長でさえ、さきほど「成功した」とは
おっしゃってはいませんでした。未だにチャレン
ジの最中と言っておられました。ですから、日本
の援助関係者と島の担当者が一緒にチャレンジす
るべきだと思います。そして日本側は、持続的な
援助、つまり長く続く援助をすることです。
　これは、必ずしもお金を出し続けると言ってい
るのではないのですが、「そのように誤解される
ので、言うな」と、はっきりではありませんが言
われます。それでも私は、是非、持続的な援助と
いう考え方を島嶼国に向けていただきたいと思う
のです。ありがとうございました。

援助からパートナーシップへ

石川モデレーター：　ありがとうございました。
大学の授業を一つ受けた感じでした。Rostowの
理論は最近ではPikettyが批判していました。私
が途上国に行きだして30年くらいになりますが、
その間に世界は大きく変わってきています。僕は
東南アジアに行ったことが多かったのですが、30
年前は日本は援助する側でしたが、今はパート
ナーになってきていると思います。小林先生の
おっしゃったアシスタンスと言うのは、最初はア
シスタンスかもしれないけど、ある程度の開発段
階になるとパートナーとしての共同関係をどのよ
うに築くかということを捉えていくのが良いので
はないかと思います。中国を始め、マレーシア、
インドネシアは日本のビジネスパートナーです。
現地の市場は日本にとって不可欠なものとなって
きています。我々が目指すべきは、おそらく、
パートナーシップをどう築いていくのか、その中
で市場をどう共有していくのかを考えることでは
ないかと、小林先生のお話を聞きながら考えてい
ました。

　また、日本の沿岸漁業は色々なところで問題を
抱えています。トップランナーである大江町長は
なにか付け加えることはありませんか？これは私
がお聞きしたかったことですが、 “産官” の協力は

されているが “学” の協力はどうでしょうか？こ
れから教育に力を入れていく時に “学” との協力
を今後どのように考えられているのか、もしアイ
ディアがあればここで少し付け加えていただける
とありがたいです。

7-5  離島の “産官学” の協力について

大江町長：
　先程、山下先生は第一次産業の取分は約 3 割と
おっしゃった訳ですが、 3 割は平均的なところで
あり正確な額は言えませんが、離島の場合は、更
に運送のコストがかかり、運送による時間のハン
ディによる鮮度の劣化もありますので、取分は更
に低くなります。そういう中で勝負しなければな
りませんので、相当の覚悟が必要となります。

伝統・暮らしの継承をブランドへ
　なぜ私たちがそれに力を入れるかと言うと、私
たちは長い歴史の中で、太古の昔から農業と漁業
で暮らしてきて、その上に今があるからです。こ
の島から漁業者が居なくなったらいったいどうな
るのかということを想像した時に、今までの伝統
文化が全て崩壊していくような気がして、現代人
の私たちがそれを復活させていくことが非常に重
要ではないかという思いがありました。先程、地
域資源のブランド化と言いましたが、そのような
思いから暮らしそのもの、暮らしを復活させて、
暮らしを発信していくことこそが究極のブランド
だと考え、島民がそう言う気持ちになって一枚岩
で一致してやって行こうとしています。

　先程、小林先生から鳥の話がありました。雁は、
三角形の集団でだぁっと飛んでいる時にたまに群
れから外れた鳥が出てくる。考えが合わないのか
分かりませんが、ちょっと出遅れた鳥たちがいる
と、最終的には確か、またワーとなって、ごちゃ
まぜになって、必ず遅れた鳥をまた取込んだ一体
となって飛んで行きます。私たちのまちづくりの
際も、色々なプロジェクトをやる時に、落ちこぼ
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れというか、考えの合わない人が当然出てきます。
今まではそういう人を排除してとにかく前に進め
ばいいんだ、ということやってきましたが、それ
では、伝統的・文化的な本当の暮らしはできませ
ん。2,300人の小さい島の中で意見の違う人もやっ
ぱり、同じ土俵・ステージに上げて、一緒に悩ん
で行動していくという、こういうコミュニティを
再生しない限り、自立したまちづくりはできない
のではないかと考えているところです。

研究機関・専門家の協力―藻場の復活へ
　“学” に関しては様々な取組みをしています。
やはり新しい養殖技術の確立となると、大学や研
究機関等に参加してもらっています。今日は藻場
の再生については話しませんでしたが、漁業の復
活には藻場が大事です。島嶼国の場合はよく分か
りませんが、日本海の沿岸では藻場が非常に重要
で、藻場を再生することが漁業の再生に繋がるこ
とから、色々な研究機関の方々や、藻類学の研究
機関の先生や、あるいは民間企業で藻場を使った
漁礁の開発をされている皆さんと連携をして、漁
場環境を豊かにする取り組みを進めながら、漁業
の再生に向け取り組んでいます。以上でございま
す。

石川モデレーター： 私も海士町の活動を聞かせ
ていただき、是非一度行ってみて現場で勉強させ
ていただければと思っています。
　それでは、マリノフォーラムの井貫会長、これ
までいろんな活動をされていると思いますが、今
回出た六次産業化であるとかコミュニティ開発と
いう視点で今やられている活動、また今後やろう
と思っている活動、何かお話し頂けませんでしょ
うか。

7-6  コミュニティの支えに女性の活躍を

井貫マリノフォーラム21会長：
　私のところの協会は会員の
コンサルさんと一緒に、色々
な国の、もっぱらJICAの協
力案件の作成支援をさせて頂
いています。その中でやはり
沿岸漁業の振興といいますか、

沿岸漁業のために何をやるかというのは、基本は
やはりコミュニティをどうするかということに
なっています。これは、最近協力の主体が資源管
理の体制をどうするかというような形になってき
ており、コミュニティの中で、皆で話し合いをし
て自分たちである程度のルールを決めて漁業を
やっていくということが重要になっているからで
す。安定的な漁業はそのような体制の下で成り立
ち得るんだということで、コミュニティを主体と
した資源管理というのが重要視されています。

　それから、そういう資源管理の中でも、日本は
女性の進出が遅れていると言われています。しか
しながら、女性は表に出ず、亭主関白と言われな
がら実は手綱を持って仕切っているのは女性だと
いうような話があります。資源管理の話し合い中
でも、亭主どもで酒飲みながらギャーギャーと
言っててもあまりまとまらないけれども、奥さん
たちが井戸端で “今度亭主にこうさせようね” と
言ってやるとすぐまとまると（笑）。そういう話
も良く聞いております。特に日本の漁村では、母
ちゃんがしっかりしている所は旦那もいい商売を
するとか、そういう風に言われています。そうい
う、あまり表には出ないとか、見えるか見えない
かは別にしても、女性の意向をよく聞きながら男
どもがちゃんと漁業振興を行っていく、コミュニ
ティの中でそういうふうな案件の協力ができれば
いいなと考えています。

石川モデレーター：
　ありがとうございます。やはり女性のコミュニ
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ティをどう活用していくか、女性自身にコミュニ
ティの中でどう活躍してもらうのか、今後の大き
なテーマになると思います。

コミュニティ活動とプライド
　私の発表の中で、エビの放流事業は、日本で始
まった「つくる漁業」をモデルにフィリピンで展
開させて頂きました。私自身が浜名湖の事例を調
べました折に聞いたのですが、うまくいった事例
のカギは、やはり女性だったそうです（笑）。エ
ビの放流事業でコミュニティを作っていく、その
後アサリを拾う採貝組合ができあがる。その時に
儲かるとお父ちゃんはお酒を飲んで博打を打って
しまっていた。それが伝票を作るようになってお
金の出入りを奥さんが理解するようになると、そ
のお金を子供の教育とか漁具の更新とかに使える
ようになって一気に町が元気になったと聞きまし
た。最初は文句を言っていたお父ちゃんたちも、
子供が教育を受けてみんながプライドを持ち出す
と、いや、これは良かったんだというふうになっ
ている。もう40年くらい前の話なんですけど、今
でも、現地の当時若かった漁業者さんたちは当時
が一番良かったと言っていて、それが今のベース
になっていると聞いています。

　最近ですと、資源管理に関する学術研究におい
ても、漁業者のプライドをどうやって育成するの
かが、資源管理をうまく生かせるための鍵である
という議論が進んでおります。日本でもアメリカ
でもそういった研究がなされています。今までは
漁業に関する数値を見せて、それをどう規制する
かということだけを議論してきたわけですが、そ
れよりも漁業者の気持ちをどう変えていくのかが
重要です。それは女性、家庭内での会話であり、
町の活性化と合わせて進めていく必要があると感
じています。
　皆さん、非常に貴重な意見をありがとうござい
ます。では少し時間がありますので太平洋島嶼国
の方でご質問、ご意見のある方がいらしたら 2 、
3 受けたいと思いますけれども。

Reginald Caine上級漁業官（フィジー共和国）：
　プレゼンテーションを
して下さった皆様、とて
も貴重な知見をありがと
うございました。私は
フィジーの上級漁業官を
しております。

　私たちは地域の人と一緒に取り組まなければい
けないということがよくわかりました。そして私
が今日学んだことは、ピンチの時にはチャンスが
あり、そして学ぶべきことがたくさんあるという
ことです。そしてまたステークホルダーの間で理
解を深める必要がある。また、私たちの過去 3 年
の経験で、市場で成功するために、いかに付加価
値をつけることが重要かということがわかりまし
た。漁獲物に付加価値をつけることができれば、
小さなコミュニティもそこから恩恵を受けること
ができるでしょう。OFCFなどのアシスタンスに
よってです。
　先ほど日本の海士町の例を拝見しました。私も
島の出身です。キリバスからの移住者が多い島の
出身で4,000人くらいおります。そこではあまり
活動が活発ではありません。その島の良い点は人
がいるということだけです。しかし、そこには何
かモチベーションになるものが必要です。パラオ
やPNGで、今、新しい事業が展開されておりま
すが、私たちの国でも同じような事業が展開され
ることを祈っております。
　私たちはナマコ、シャコガイの種苗を育てて、
サイクロンによって失われた天然資源の復活にあ
てようとしています。今日学んだ市場におけるコ
ンセプト、持続可能なプロジェクトの導入のため
には、どこにそのサイトを設けるかが重要だとい
うことを理解しました。フィジーの他のローカル
なエリアでも可能な場所を探したいと思います。
今日学んだことは私たちに大きなインスピレー
ションを与えて下さいました。戦略的な、そして
人々を巻き込んだ付加価値を付けるようなスキー
ムが必要だと思いました。本当にありがとうござ
いました。
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石川モデレーター： いろんな情報を得て頂いた
と い う こ と で 感 謝 申 し 上 げ ま す。Additional 
valueを作る、またはMarket priceでうまくシス
テムを作っていくことについて、山下先生、プラ
スで何かコメント、アイディアとかございますで
しょうか。

山下教授： そうですね。私が先ほど言い残した
ことで、コミュニティに関することを申し上げま
すと、伝統的なコミュニティを使うことにプラス
とマイナスがあると思います。 1 つはPNGの酋
長制度っていうんでしょうか。今回は大変うまく
使われていると思います。しかし、最終的に富の
分配、収益の分配をめぐっては、誰が一番取るの
か、それとも平等に分配するのかということが難
しくなる。しかし、既存のコミュニティを壊して
まで新しい制度を入れることは大変難しい。
　日本でも同じ経験があって、“あ、似ているな”
と思ったわけです。しかし、やはり伝統的なコ
ミュニティをいかにうまく使いながら資源管理と
平等な分配を実現するかということが、私たち日
本においても、皆様の国においても大事なのでは
ないかと思いました。ありがとうございます。

石川モデレーター： ありがとうございます。
　伝統的なコミュニティという、既にいろんな力
関係が固まった所では新しい動きを起こすのが難
しいこともあるかと思います。
　私の経験から言わせて頂くと、だからこそ、新
しい資源を見つけて新しい利用体制を作ると新し
いコミュニティができるというようなことを、少
し考えてもいいのかなと思います。コミュニティ
活動を行った時に誰か特定の人が儲かってしまう
ような活動は、最初はいいんですけど、後々はう
まくいきません。ですので、どうやって分配をす
るのかといった、透明性や合意形成というのはす
ごく重要になってくると思います。

　まだまだお話しをお聞きしたいんですが、だい
ぶ時間が押してきていまして、最後というわけで

はないんですが、皆さんのご意見を聞いたうえで、
水産庁のご意見を伺いたいとおもいますので、坂
本室長、よろしくお願いします。

7-7  地域産業おこしへの公的支援について

坂本室長：
　ありがとうございます。私の経験に言及しなが
らお話しさせていただきたいと思います。所要 5
分です（笑）。
　私の生まれ育ったところは愛知県の知多半島の
先端です。家のベランダからは海が見えて、道路
の信号もなくて、私の出た小学校は少し前に廃校
になっています。すごく寂れた町です。なので、
午前中に行われたPNGのLeka Pitoi特別顧問や大
江町長のプレゼンテーションは、実はとても親近
感を持って聞かさせていただきました。特に大江
町長のプレゼンテーションのスライドの 1 枚に大
変親近感を持ちました。「若者ヤンガーズ、よそ
者アウトサイダーズ、バカ者フールズが島おこし
の起爆剤」というスライドです。

　その理由は、私の父親に起因します。獣医で今
80歳です。
　“若者” でもなく “バカ者” でもなかったと思う
のですけれど、 “よそ者” だったので事業を始めま
した。事業の詳しい内容は省きますが，白くてと
ても高価な粉、パウダーを作っていました。当然
合法的なものです（笑）。この先を聞きたい方に
は今日のレセプションで個別にご説明いたします

（笑）。
　それで私の父親は事業を始めたのですが、海士
町のようなローカルガバメントの支援も全くあり
ませんでした。当然、海外漁業協力財団の支援も
全くありませんでした（笑）。それで、事業の立
ち上げと継続、特に販売先の開発にとても苦労し
ていました。20年位事業を行っていたのですが、
今はもう終わっています。この経験と今日のプレ
ゼンテーション、ディスカッションを聞いて感じ
たことは、やはり地域、離島で産業を起こしてい
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くには、政府の一定の支援や専門家の支援がとて
も重要だということです。
　今回の会議の結果を踏まえて、太平洋の国々の
ニーズをよく聞きながら、太平洋島嶼国政府の
方々とよく話をして政府として支援していかない
と、事業を発展させていくのは難しいと考えてい
ますし、海外漁業協力財団の技術支援も活用して
いきながら、太平洋の島国の発展に貢献できるよ
うにこれからも頑張っていきたいと考えています。
どうもありがとうございました。

石川モデレーター： はい、ありがとうございま
す。その白い粉の事業は誰が引き継がれたんです
か（笑）。
坂本室長： 私が公務員になってしまったので誰
も引き継ぎませんでした（笑）。
石川モデレーター： ではあとで詳しく聞かせて
いただければと思います（笑）。皆さんも興味が
あるんではないかと思います。ありがとうござい
ました。

　そうですね、今回、皆さんのお話をお聞きして
いく中で、やはりコミュニティの開発が重要であ
るということ、女性の参画だけではなくて、おそ
らく多様なステークホルダーの参画が持続的なシ
ステムを作っていく上で重要なのかなと思ってお
ります。また、水産庁さんの方からご意見が出た 
“政府の関与” も重要だと思います。私はプレゼ
ンの中で強く言わなかったのですが、外部の評価
を得るためには、研究者による資源に優しい、環
境に優しい、そういった側面のエビデンスが重要
です。もう一つ重要なのがやはりリミテッドエン
トリーという考え方です。沿岸域はどうしても
オーバーアクセスになりがちです。オーバーアク
セスの場所というのは、どうしてもその地元でモ
ビリティーの高い機材を持っている力の強い方が
取りがちですので、何らかの規制が必要となって
きますが、これはコミュニティではできません。
日本の場合は漁協がありますし、それを保証する
法律がある。だからコミュニティの活動がサポー

トされる。そういった法的なサポート、行政のサ
ポートがない中でコミュニティだけでなんとかし
ろというのは、やはり無理があるのだろうと感じ
たところです。
　そろそろパネルディスカッションの時間がなく
なってきましたが、皆さん、何かご発言やご意見
がありますでしょうか。

Nikolasi Apinelu海洋資源省次官（ツバル）：
　今日いただいたプレゼ
ンテーションは素晴らし
かったと思います。非常
に多くの情報を提供して
いただきました。そして
短い時間で消化するのは
難しいのですが、いろい

ろな経験を共有していただいて、また専門的知識
も共有していただいてどうもありがとうございま
す。
　さて、首脳宣言についてなんですけれども、特
に漁業管理についてPALM 8 の首脳によって合
意されているものがあります。皆様、ご存知のよ
うに太平洋島嶼国は、地域のレベルでマグロ、カ
ジキ類を管理するようになっております。私たち
の首脳は非常にそれに関心を持って関与しており
ます。今後も日本からそちらの面のサポートをよ
ろしくお願い致します。特にPNA（ナウル協定
締約国）との協力支援をお願いしたいと思います。
それによって管理措置がきちんと実施されるよう
に努力したいと思います。
　また、私たちにとって沿岸の資源開発と漁業の
奨励というのは非常に困難な課題です。しかしな
がら、小林先生は長いこと、40年以上携わってい
らっしゃったとのことで感謝いたします。また、
財団と太平洋島諸国との関係もまた40年以上に遡
るかと思います。その頃、私たちはまだ高校生
だったり、おむつの人もいたかもしれません

（笑）。でも私たちは、今、ここで一同に集まって
いるわけで、そして島諸国にとって非常に関心の
深い課題を議論できています。
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　また、私たちツバルの経験、また他の国もそう
だと思いますけれども、第 6 次産業という話があ
りましたけれども、 1 次産業の段階で既にツバル
の漁業者には課題、チャレンジになっています。
ツバルの経験から言えば、自分たちの生活でいっ
ぱいいっぱいと言う状況です。ですから、自分の
土地とか権利を守るのには時間を割くわけですけ
れども、まだコミュニティという考え方には経験
があまりないと思います。私は過去に鹿児島で過
ごす時間がありまして、その時に漁業の規制で日
本とツバルとマレーシアの違いと言うものを勉強
しました。1 番大きな違いはFCA（漁業協同組合）
があるかないかです。ツバルにはなかなか機能し
ているところがありません。個人個人の部分は何
とかなっているんですけれども、グループでとい
うことがなかなかできておりません。ツバルには
多くの魚種がいますが、それを沿岸のレベルでい
かに管理していくか、ということも我々にとって
は困難な課題の 1 つです。これからの進め方、今
後ですけれども、FCAについてはそれぞれの国
に合った形があると思います。そして漁村、漁業
に従事しているコミュニティ、そのようなことも

整備しつつ、きちんと沿岸の漁業を開発していき
たいと思います。
　また乱獲問題ですけれども、沿岸域においては、
いくつかの種は絶滅の危機に瀕しております。で
すから、その意味でも再建するプログラムという
のは重要です。これは他の島嶼国でも同じ問題に
直面していると思います。ですから、私たちの方
でも一定のコミットメントを示していかなければ
ならないと思います。小林先生も仰っていました
ので、こちらからも、漁業についての、また漁業
者のためのコミットメントを私たちの方から示し
ていこうと思います。そのような気持ちで前に進
んでいきたいと思います。以上ツバルから話させ
ていただきました。ありがとうございました

石川モデレーター： ツバルのApinelu次官がま
とめてくださいましたので、私がまとめることは
やめておきたいと思います。もっといろいろ情報
交換したいところではありますが、時間になりま
したので、この辺でパネルディスカッションは閉
じさせていただきたいと思います。積極的なご参
加ありがとうございました。

レセプションでの風景

左：竹中理事長　中：大江海士町長　右：長谷水産庁長官
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